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序     文 
 

エチオピア連邦民主共和国（以下、「エチオピア」と記す）では、1997 年から累次の「教育セ

クター開発プログラム（Education Sector Development Programme：ESDP）」を策定・実施し、初等

教育（第１学年から第８学年）の総就学率が 1990 年の 36.6％から 2010 年の 101.6％へと改善が

みられています。他方、初等教育修了率が 55%（2009 年）といまだに低く、学習到達度試験結果

でも改善はみられないなど、教育の質向上が喫緊の課題となっています。また、エチオピア政府

は工業化をめざし科学技術の発展に資する理数科人材育成を強化していく方針を打ち出しており、

第 11学年以降の生徒の約 70％を理系専攻にする目標を掲げているほか、第４次プログラム（ESDP 
IV：2010/2011-2014/2015）において、教育の質の向上や科学技術分野の人材育成を重点に掲げて

います。 
教育の質改善の取り組みを支援すべく、JICA は初等第７～８学年理数科教員を対象とする現職

教員研修システムのモデルを確立することを目的とし、「理数科教育改善プロジェクト」（2011 年

3 月～2014 年 7 月）を実施し、エチオピアにおける現職教員研修制度の構築とモデル確立を支援

し、子ども中心型の授業実践の促進に貢献してきました。しかしながら、対象地域の教員の指導

力向上に一定の成果を上げているものの、一方で、子どもが実際に受験する試験問題が知識偏重

の問題になっており、教員も授業実践において暗記中心の授業から脱却できておらず、更なる改

善が必要な状況です。 特に、この状況の要因のひとつとしては、子どもが学習を通じて獲得すべ

きスキルや技能がカリキュラムに明記されているものの、獲得した学力を測定する試験問題の内

容とカリキュラムや授業実践との一貫性が欠如していることが挙げられます。 
このような背景の下、エチオピア政府からわが国に対して理数科教育のアセスメント能力強化

に関する技術協力プロジェクトの要請がなされました。同要請を受け、JICA は 2013 年 9～10 月

と 2014 年 1～2 月の 2 回にわたり詳細計画策定調査団を派遣し、2014 年 6 月にエチオピア教育省

等関係機関と同案件実施に係る討議議事録（R/D）に署名しました。 
本報告書は、エチオピア理数科教育アセスメント能力強化プロジェクトの要請背景と案件形成

の経緯、協議結果を取りまとめたものです。 
本調査にご協力いただいた内外の関係各位に対し、心から感謝の意を表するとともに、引き続

き一層のご支援をお願い申し上げます。 
 
平成 27 年 3 月 

 

独立行政法人国際協力機構 
人間開発部長 戸田 隆夫 
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事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 
 

国際協力機構人間開発部基礎教育第二課 

１．案件名 

 国 名：エチオピア国 
 案件名：和名 理数科教育アセスメント能力強化プロジェクト 
     英名 Project for Capacity Development for Improving Learning Achievement in 

Mathematics and Science Education in Ethiopia 
  

２．事業の背景と必要性 

（１）当該国における教育セクターの現状と課題 
エチオピアでは、初等教育の純就学率が 87.0％（2012 年）とサブサハラ地域平均（77％）

と比べ教育の量的拡大については着実に進捗しつつある一方で、その質の向上が残された課

題となっている。例えば、初等教育の修了率は 50.7％と依然として低いなど内部効率に課題

があることに加え、４年毎に実施される全国学力調査（National Learning Assessment：NLA）

の結果では、初等８年生（最終学年）の総合点が 35.3％（2010 年）と国が定める最低学力（50％）

に未達成の状況である。特に算数については 25.3％と著しく深刻な状況である。この状況の

要因の一つとしては、子どもが学習して獲得すべきスキルや技能がカリキュラムに明記され

ているものの、依然として教員の指導力不足などにより子どもの学力向上のための授業実践

が十分なされていないことが挙げられており、獲得した学力を測定する試験問題の内容とカ

リキュラムや授業実践との一貫性が欠如していることが課題である。同課題解決のためには、

教育セクター関係者のカリキュラム戦略の共通認識醸成が不可欠であり、本事業では、これ

らカリキュラム戦略（カリキュラム－授業実践－学力評価）の強化のために、初等の卒業試

験の対象となる 7，8 年生の学力評価のツールや教材を関係者の共通のツールと位置付け、そ

の開発を通じて教育セクター関係者の能力強化を行う。 
 
（２）当該国における教育セクターの開発政策と本事業の位置づけ 

エチオピア連邦教育省は「第４次セクター開発プログラム（Education Sector Development 
Program： ESDP IV 2010/11-2014/15）」を策定し、国家政策に沿って経済発展に資する人材を

養成するために理工系人材強化を重視することを明示し、初・中等教育における理数科教育

の振興および改善を重点に掲げている。また、同プログラムでは、上記（１）の深刻な現状

を受け、教育の質の向上に注力することが示されている。具体的には、各国・国際機関から

の援助を受け実施している「教育の質改善プログラム（General Education Quality Improvement 
Program/ GEQIP1：2008-13, GEQIP2： 2014-17）」において、「カリキュラム・教科書・評価

開発」、「教員開発」、「教育行政マネジメント」など包括的な取り組みを行っている。 
我が国は、技術協力プロジェクト「理数科教育改善プロジェクト」（2011～2014 年）を実

施しており、エチオピア国における現職教員研修制度の構築とモデル確立を支援し、子ども

中心型の授業実践の促進に貢献してきた。プロジェクト対象州の教員の指導力向上に一定の

成果を上げているものの、一方で、子どもが実際に受験する試験問題が知識偏重の問題にな



ii 

っており、教員も授業実践において暗記中心の授業から脱却できておらず、更なる改善が必

要な状況である。 
こうした状況において、本事業は連邦教育省の実施する教育の質の向上の取り組みのうち、

理数科分野においてカリキュラムに記載されている〝子どもが獲得すべきミニマム・ラーニ

ング・コンピテンシー1″に沿った学習問題の開発を通じて、カリキュラム（学習目標）と授

業実践、そして学力試験問題の一貫性をより強化し、初中等教育レベルの理数科教育の質の

向上を図る。特に、カリキュラムや教材の開発、教員の養成・能力強化、学力試験問題の開

発等を行う関係者の能力強化を図りつつ、具体的な学力試験問題の開発や補助教材（問題集）

および教員研修・養成課程の改善（カリキュラム適合性のある問題作成等の課程を追加）な

どを包括的に実施するものである。 
  
（３）教育セクターに対する我が国および JICA の援助方針と実績 

本事業は、2013 年 5 月にアフリカ諸国への支援方針を定めた TICAD V の具現化を図るも

のと位置付けられる。同横浜行動計画では、6 つの重点分野の一つとして、「万人が成長の恩

恵を受ける社会の構築」が謳われ、教育機会の拡大および全ての段階の教育の質の向上を重

視するとしており、理数科教育協力等を通じて 2,000 万人の子どものための教育の質の向上

に貢献するとしており、本事業はこの方針にまさに適合するものである。なお、本事業は対

エチオピア国別援助方針（2012 年）および JICA 国別分析ペーパーの中の重点開発課題「質

の高い基礎教育環境の提供」として位置付けられている。 
なお、教育セクターの我が国・JICA（基礎教育改善プログラム）の実績は、技術協力にお

ける住民参加型による学校運営改善として「住民参加型基礎教育改善プロジェクト（2003～
2007 年）」、「住民参加型初等教育改善プロジェクト（2008～2012 年）、また「理数科教育改善

プロジェクト（2011～2014 年）」、無償資金協力による小中学校建設計画による教育環境改善

として「オロミア州小学校建設計画（2007～2010 年）」、「アムハラ州中学校建設計画（2011
年～実施中）」、「南部諸民族州小中学校建設計画（2012 年～実施中）」などの取り組みが実施

されている。 
 
（４）他の援助機関の対応 

１）世界銀行 
世界銀行は、英国国際開発庁（Department for International Development：DFID）、イタリ

ア、米国国際開発庁（United States Agency for International Development：USAID）、フィン

ランド、グローバル・パートナーシップ・フォー・エデュケーション（GPE）などと共同

で、GEQIP2（総額：550 百万 US ドル）の実施へ資金供与（130 百万 US ドル）しており、

資金管理などのプロジェクト管理を行っている。主な協力対象は、初等・中等の質向上お

よび教員や行政官の能力強化である。なお、GEQIP において今後 4 年間の協力の中で教育

評価の質的改善への支援が予定されている。本事業は初等理数科教育の評価に関する改善

を担うものであり、本事業の成果が他教科へ普及することで GEQIP の目指す教育の質改善

に貢献できる。 

                                                   
1 Minimum Learning Competency：子どもが各学年・各教科で獲得すべき最低限の学力や学習内容のこと。 
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２）DFID 
DFIDは、2009 年から GEQIP への資金供与を開始し、50 百万ドルを支援している。GEQIP2

では 100 百万ドルの供与（増加）を予定している。初等・中等教育を中心に、主に直接財

政支援への拠出が特徴である。 
３）USAID 

USAID では、2009 年から教育の質の改善を主たる目的とした 5 年間のプログラム

Improving Quality Primary Education Program （IQPEP）を実施している。同プログラムでは、

教員の専門的能力の育成、教育手法をサポートするための補助教材の供給、初等教育シス

テムの計画と運営の能力強化を通じて初等教育の改善を目指している。 
４）UNICEF 

UNICEF は、就学前教育の拡充、女子教育、国レベルキャパシティ向上（EMIS 強化の技

術協力等）を行っている。また初等１～４学年を対象とした理数科を含む教科教育法と評

価技法についての教員向け研修マニュアル開発支援を行っている。 
 

３．事業概要 

（１）事業目的（協力プログラムにおける位置づけを含む） 
本事業は、良質な試験問題開発を通じてエチオピア国における教育省教育評価（アセスメ

ント）関係者の能力強化を行いつつ、カリキュラム戦略（カリキュラム－授業実践‐学力評

価）の一貫性強化を図り、もって初等 7，8 年生の学力向上のための教育的基盤の整備に寄与

するものである。 
 
（２）プロジェクトサイト／対象地域名 

  全国対象（２特別市９州）（人口：約 9,170 万人） 
 
（３）本事業の受益者（ターゲットグループ） 

直接受益者（約 100 人） 
- 教育省教育評価（アセスメント）関係者 

（理数科改善センター、国家教育評価試験機構、カリキュラム開発局、教員教育リ

ーダー開発局、州教育局を含む） 
- 教育評価（アセスメント）関連業務に従事する教員 

最終受益者（約 200 万人） 
- 初等および前期中等教員 
- 教員養成校教官 
- 初等児童および前期中等生徒 

 
（４）事業スケジュール（協力期間） 

2014 年 8 月～2017 年 7 月を予定（計 36 ヶ月） 
 
（５）総事業費（日本側） 

約 5.0 億円 
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（６）相手国側実施機関2 
連邦教育省（理数科教育改善センター、国家教育評価試験機構、カリキュラム開発局、教

員教育リーダー開発局）、州教育局（全州） 
 
（７）投入（インプット） 

１）日本側 
・専門家：チーフアドバイザー、理科教育（生物、物理、化学）、算数教育、教育評価、

試験問題開発（約 120M/M） 
・本邦研修（教育評価、カリキュラム分析、問題開発等） 
・機材供与（業務用 PC 等） 
・専門家の活動に必要な現地活動費（能力強化のためのワークショップ開催経費、問題デ

ータベース作成、ローカルコンサルタント経費等） 
２）エチオピア国側 

・カウンターパート人員配置 2 
プログラムコーディネーター、連邦教育省内関係部局の教科専門家および試験問題開発

関係者 
・施設設備 

プロジェクト実施に必要な執務室、機材、光熱費等 
・関連事業実施経費 

本プロジェクトでの成果を活用した関係部局の計画を実施するための経費（活動費、ロ

ーカル言語への翻訳費、印刷・配布費等） 
 
（８）環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

１）環境に対する影響/用地取得・住民移転 
①カテゴリ分類 C 
②カテゴリ分類の根拠 
本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010 年公布）に掲げる影響を及

ぼしやすいセクター・特性および影響を受けやすい地域に該当せず、環境への望ましくな

い影響は最小限であると判断されるため。 
２）ジェンダー・平等推進・平和構築・貧困削減 

本事業では、ワークショップ参加者の選定の際に積極的に女性参加を奨励するなどの考

慮する点を盛り込む。 
 
（９）関連する援助活動 

１）我が国の援助活動 
２．（２）に記載のとおり、「理数科教育改善プロジェクト」を実施してきたが、今回、

本事業によりカリキュラムから学力評価までの一貫性を確保することで、試験問題の内容

                                                   
2 関係機関について、理数科教育改善センターは主に理数科教育振興に特化した機関であり本事業の調整機関となる。また、

カリキュラム開発局はカリキュラム開発、国家教育評価試験機構は学力試験問題、教員教育リーダー開発局は教員養成、研

修を担当している。 
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に適応した教員の指導力が求められることから、教員自身の授業実践の変化（向上）を促

進するねらいがある。最終的には、これまで実施してきたプロジェクトの成果である教員

の授業実践の成果を促進させながら理数科教育の質の向上に取り組むものであり、これま

での協力成果との相乗効果が期待できる。 
２）他ドナー等の援助活動 

２．（４）に記載のとおり、世界銀行が GEQIP を通じて行う教育評価の質改善支援との

連携が期待される。 
 

４．協力の枠組み 

（１）協力概要 
１）上位目標（事業終了後３年後）と指標： 

初等７年生と８年生の児童の学習到達度向上のための教育的基盤が整備される。 
指標：①プロジェクトで開発したワークブックが学校に配布される。 

②教員養成課程および現職教員研修において、教育評価セッション研修教材が活

用される。 
２）プロジェクト目標と指標： 

カリキュラム一貫性の共通理解のもと、初等７年生と８年生の児童の理数科の学習到達

度を改善するためのカリキュラム戦略の質が強化される。 
指標：①教育省教育評価（アセスメント）関係者間で理数科教育のカリキュラム一貫性

によるカリキュラム戦略の質の共通理解が深まる。 
       ②プロジェクトにおいて開発されたカリキュラム一貫性がある教材の数。 

３）成果： 
成果１：理数科の教育評価（アセスメント）に関連する関係者の能力が強化される。 
成果２：７年生と８年生の理数科のアイテムプール3が開発される。併せて、４年生と

10 年生の理数科のサンプルアイテムプールが開発される。（理数科教科ワーキ

ンググループのメンバーおよび学習評価・試験ワーキンググループのメンバー

対象）  
成果３：アイテムバンク4の開発に携わる以下の人材の能力開発を行う。（主に国立教育

評価試験機構、州教育局） 
・ 国立教育評価試験機構（NEAEA）の学力評価調査担当の理数科教育の４年生、

８年生、10 年生向け問題作成者 
・ 国立教育評価試験機構（NEAEA）の初等教育修了試験（PSLCE）８年生およ

び前期中等教育修了試験（EGSEC E）10 年生の理数科の学科担当 
・ 州教育局（REB）の初等教育修了試験（PSLCE）８年生向け問題作成者 

成果４：７年生と８年生用のワークブック5が開発される。（主にカリキュラム開発局） 
成果５：７年生と８年生用のアイテムプールの内容に基づいた７年生と８年生の学習評

                                                   
3 Item Pool：教育省の教育評価（アセスメント）関係者間で共有可能な学習問題アイテムのデータベース。基本的には外部公

開を想定している。 
4 Item Bank：国家教育評価試験機構および州教育局など特定の関係者が卒業資格試験や学力調査など特定の目的で使用する試

験問題アイテムのデータベース。非公開で機密性の高いものである。 
5 児童・生徒の学力向上を目的として質の高い問題アイテムが網羅されている学習教材（問題集等）を想定している。 
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価に関する現職教員研修向けモジュールが開発される。（主に理数科改善センタ

ー） 
成果６：７年生と８年生用のアイテムプールの内容に基づいた７年生と８年生の学習評

価に関する教員養成課程向けモジュールが開発される。（主に教員教育リーダー

開発局） 
成果７：開発された成果品を普及する活動計画が立案される。（主にカリキュラム開発 

局、理数科改善センター、教員教育リーダー開発局） 
 

５．前提条件・外部条件（リスク・コントロール） 

（１） 前提条件 
・ 現カリキュラム内容のコンセプト（アクティブ・ラーニング、ミニマム・ラーニング・コ

ンピテンシー）が大きく変更されない。 
 
（２）外部条件 

・ 連邦教育省関係部局や州教育局が、プロジェクト成果を活用して実施する活動の予算を確

保する（下記７.（１）のとおり）。 
・ 本事業の関係者のメンバーが離職等の理由により著しく交代せず、継続的に本事業に従事

する。 
 

６．評価結果 

本事業は、エチオピア国の開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致しており、ま

た計画の適切性が認められることから、実施の意義は高い。 
 

７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用 

（１）類似案件の評価結果 
過去基礎教育分野案件において、教材開発等の C/P の巻き込みが限定的であったため、継

続的な活用が十分になされず負の影響が生じたことが指摘されている。また、2011 年から実

施している「理数科教育改善プロジェクト」においても以下 2 点の教訓が挙げられる。 
・原則、先方の計画に基づき実施される活動経費はほぼ全て先方負担で実施しており、持続

性の観点から効果的である。 
・教員の指導力強化に焦点をあてたアプローチであったが、教員が実際の指導方法を学校現

場で改善するためには、研修による指導法強化だけでなく、カリキュラム（学習目標）と

授業実践、そして試験問題（学習評価）などの一貫性が不可欠である。 
 
（２）本事業への教訓（活用） 

上記評価結果から、学力試験問題のアイテムプールやワークブックなどの開発にあたって

は、C/P が主体性を尊重すると共に、GEQIP との連携により継続性を確保できるよう関係ド

ナーへのアドボカシーを積極的に実施する。また、一時的に実施する能力強化のためのワー

クショップ経費を除き、先方の計画に基づく活動については持続性の観点から基本的に前回
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プロジェクトの方針を踏襲し、先方負担で実施することとする。また、本事業ではカリキュ

ラム一貫性の確保を前提としたアプローチとなっており、本事業終了後には、「理数科教育改

善プロジェクト」の成果である教員の質の高い授業実践を発展させ、更なる理数科教育の質

の向上に寄与する。 
 

８．今後の評価計画 

（１）今後の評価に用いる主な指標 
   ４．（１）のとおり。 
 
（２）今後の評価計画 
   事業終了 3 年後 事後評価 

以 上 
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第１章 調査の概要 
 

１－１ 要請の背景 

エチオピア政府は 1997 年より累次の「教育セクター開発プログラム（Education Sector 
Development Programme：ESDP）」を策定・実施しており、現在第４次プログラム（ESDP IV： 
2010/2011-2014/2015）を実施中である。エチオピアの総就学率6は、初等教育（第１学年から第８

学年）において 1990 年の 36.6％から 2010 年の 101.6％、前期中等（第９～10 学年）が 2000 年の

17.2％から 2010 年の 44.6％、後期中等（第 11～12 学年）が 2000 年の 8.4％から 2010 年の 16.2％
と改善がみられている。他方、初等教育修了率が 55％（2009 年）といまだに低く、学習到達度試

験結果でも改善はみられないなど、教育の質向上が喫緊の課題となっている。 
工業化をめざすエチオピアでは、科学技術の発展に資する理数科人材育成を強化していく方針

を打ち出し、第 11 学年以降の生徒の約 70％を理系専攻にする目標を掲げるなど、ESDP IV にお

いて、教育の質の向上や科学技術分野の人材育成を重点に掲げている。また、教育の質改善に向

けて、各国・国際機関の支援を受け「一般教育の質改善プログラム（General Education Quality 
Improvement Programme：GEQIP）」を 2008 年より実施している。GEQIP では、教員教育強化を重

点のひとつと位置づけ、継続的職能開発（Continuous Professional Development：CPD）を実施する

などの取り組みを行っている。 
教育の質改善の取り組みとして、JICA は、初等第７～８学年理数科教員を対象とする現職教員

研修（In-service Education and Training：INSET）システムのモデルを確立することを目的とし、「理

数科教育改善プロジェクト」（2011 年 3 月～2014 年 7 月）を実施し、エチオピアにおける INSET
制度の構築とモデル確立を支援し、子ども中心型の授業実践の促進に貢献してきた。しかしなが

ら、対象地域の教員の指導力向上に一定の成果を上げているものの、一方で、子どもが実際に受

験する試験問題が知識偏重の問題になっており、教員も授業実践において暗記中心の授業から脱

却できておらず、更なる改善が必要な状況にある。 特に、この状況の要因のひとつとしては、子

どもが学習を通じて獲得すべきスキルや技能がカリキュラムに明記されているものの、獲得した

学力を測定する試験問題の内容とカリキュラムや授業実践との一貫性が欠如していることにある。 
このような背景の下、エチオピア政府からわが国に対して理数科教育のアセスメント能力強化

に関する技術協力プロジェクトの要請がなされた。同要請を受け JICA は、2013 年 9～10 月、2014
年 1 月～2 月の 2 回にわたり詳細計画策定調査団を派遣した。 

 
１－２ 調査の目的 

本調査は、エチオピア政府からの要請を受け、具体的な協力内容についてエチオピア政府と協

議することを目的として派遣された。具体的には以下のとおり。 
① 本事業の妥当性を確認する。 
② プロジェクトデザイン〔プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：

PDM）、実施体制、活動計画（Plan of Operation：PO）、双方の負担事項等〕に関し、エチオ

ピア側関係者と協議し、合意形成を図る。 
③ プロジェクト開始までに行う作業及びそのスケジュールを確認する。 

                                                        
6 出所：エチオピア連邦教育省「教育統計 2011／2012」 
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④ 日本側、エチオピア側双方で同意した事項をミニッツ（Minutes of Meeting：M/M）として

取りまとめ、署名交換をする。 
 
１－３ 調査日程 

第１次詳細計画策定調査：2013 年 9 月 21 日～10 月 12 日 
第２次詳細計画策定調査：2014 年 1 月 26 日～2 月 14 日 

 
１－４ 調査団員構成 

担当分野 氏  名 所属 

団長 西方 憲広 JICA 人間開発部課題アドバイザー（教育） 

教育政策※ 松原 憲治 文部科学省 国立教育政策研究所 教育課程研究セン

ター・基礎研究部 総括研究官 

協力企画 松崎 瑞樹 JICA 人間開発部基礎教育第二課 主任調査役 

教育アセスメント

／評価分析 
坪内 睦 アイ・シー・ネット株式会社 シニアコンサルタント 

※は、第２次調査のみ参団 
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第２章 調査結果概要 
 

２－１ 協議結果及び現状とニーズ 

エチオピア政府は、教育評価、特に理数科教育について試験問題の質の改善やアセスメント能

力の向上などを解決すべき課題としており、理数科教育のアセスメント能力強化に関する技術協

力プロジェクトを日本政府に対して要請した。これを受けて実施された本調査では、当初、教育

評価能力の強化のみに焦点をあてていたものの、本調査でのエチオピア側関係者との協議を通じ

て、教育評価の改善に取り組む最終的な目的は生徒の学力の向上であり、同目的の達成のために

より包括的なアプローチが必要であるなど、連邦教育省副大臣をはじめ関係者の認識が確認され

た。また、関係機関への聞き取りでも、試験問題の質に問題があると同時に教員の技量や教材の

質にも問題が多いことが確認された。これらの現状とニーズは、第１次調査時に実施された問題

分析・目的分析ワークショップにおいても、参加者（連邦教育省の理数科教育の実務者）により

議論がなされた。このような状況で、プロジェクトにおいて取り組むべき具体的アプローチが検

討され、良質な試験アイテム問題を作成しつつ関係者間での共通認識を醸成し、能力強化を行い

ながら同アイテム問題をデータとして蓄積するアイテムプール（Item Pool）の開発が提案された。 
このような第１次調査の結果を受け、第２次調査では、関係者が合同でアイテムプールの開発

方法やその活用方法等についても議論がなされ、同アイテムプール開発を通じた能力開発とその

活用による理数科教育の質の向上が、プロジェクトの基本アプローチとして合意された。具体的

には、アイテムプールの内容は、初等教育・中等教育の修了試験の改善だけでなく、ワークブッ

ク（生徒の学習教材）や授業教材の開発、学習評価・試験に関する現職教員研修（INSET）の内

容や教員養成課程のモジュールに活用することが可能となる。また、本プロジェクト実施準備の

ためのタスクフォースがエチオピアのイニシアティブで組織され、州教育局（Regional Education 
Bureau：REB）の関係者とも課題分析や意見交換を行う場としてワークショップも開催された。

（議論の詳細は２－７を参照。） 
なお、理数科教育の技術支援は日本（JICA）に全面的に依頼するという方針で、試験問題の作

成には科目の専門性が必須であること、特にワークブックの開発に関しては、日本の教育分野の

高い技術を求められていることもエチオピア側より言及された。 
 
２－２ エチオピア理数科教育アセスメントの現状 

２－２－１ 試験制度及び教育アセスメントに関する現状と実施体制 

エチオピアの学力評価制度は、第４学年までは日常の継続的評価（Continuous Asssessment）
だけであり、第５学年以降になると継続的評価とともに各学期終了時の期末試験が行われる。

また、各教育段階が終了する第８学年、第 10 学年、第 12 学年の終了時点で、修了試験や入学

試験が行われる。それぞれの試験の名称は以下のとおり。 
・ 初等教育修了試験（Primary School Leaving Certificate Examination：PSLCE） 
・ エチオピア前期中等教育修了試験（Ethiopian General Secondary Education Certificate Examination：

EGSECE） 
・ エチオピア高等教育入学試験（Ethiopian Higher Education Entrance Certificate Examination：

EHEECE） 
このうち初等教育修了試験は、州教育局で試験の作成と運営管理が行われている。ただし、
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4 つの辺境州（ソマリ、アファール、ガンベラ、ベニシャングルグムズ）では、行政能力やキ

ャパシティに課題があることから、国立教育評価試験機構（National Educational Assessment and 
Examinaion Agency：NEAEA）の試験局が試験問題の作成を代行している。エチオピア前期中

等教育修了試験は、NEAEA の試験局が試験の作成と運営管理を行っている。エチオピア高等

教育入学試験は、アジスアベバ大学が試験の作成を委託されており、NEAEAの試験局が試験の

運営管理を行っている。また、生徒の学習理解と教育の水準を把握するため、サンプル抽出方

式で実施される全国学力調査（National Learning Assessment：NLA）は、米国国際協力庁（USAID）

の支援の下、NEAEA の教育評価局によって 2000 年、2004 年、2007 年、2011 年に第４学年と

第８学年で実施され、2009 年には、第 10 学年と第 12 学年でも開始されている。 
 

２－２－２ 理数科教育のカリキュラムと学習到達目標、学習教材に関する現状 
連邦教育省のカリキュラム開発局（Curriculum Development and Implementation Directorate：

CDID、以下、「カリキュラム局」と記す）が中心となり、2009 年 11 月までに第１学年から第

12 学年までの全カリキュラムの開発が終了した。この開発に際しては、改訂のための調査が行

われ、その後 2009 年 5 月にカリキュラム・フレームワーク、フローチャート、ミニマム・ラ

ーニング・コンピテンシー（Minimum Learning Competency：MLC）、シラバスが作成された。

同カリキュラムの学校への導入は、実質的には教科書の配布に伴って行われ、中等教育は 2009 
年、初等教育は 2012 年からの開始となった。 

教科書と教員用指導書は、同カリキュラムに基づいて作成された。2008 年に開始された一

般教育の質改善プログラム（GEQIP）で、教科書の開発と配布がコンポーネントのひとつに盛

り込まれたことにより、2009 年の新カリキュラム改訂に伴う新教科書の開発と配布には、主

に GEQIP の予算が充てられた。理数科教育の場合、学年、教科により教科書開発についての

開発主体や使用言語が異なるが、教科書の基本的な内容をカリキュラム局が開発し、各州が使

用言語に翻訳するという形式をとっている。 
MLC は、現カリキュラムの改訂に際し「コンピテンシー・ベース7」という中核的な考え方

に基づいており、シラバスや教員用指導書の中に記載されている。初等教育修了試験、エチオ

ピア前期中等教育修了試験、エチオピア高等教育入学試験の内容は、生徒が学習到達度目標に

達しているかを測定・確認する。しかし、シラバスの中でも MLC についての記載方法は科目

や学年によってばらつきがみられ、関係者の中で MLC が具体的にどういった到達点なのかは

十分理解されておらず、特に、現場の教師にはほとんどその理解が行き届いていないことが、

連邦教育省関係者からも指摘されている。こうした指摘も含めて、本調査時に実施されたワー

クショップの問題分析結果から、教室での教授内容と試験内容の相違をもたらす大きな原因に

なっていることが確認された。 
 

２－３ 当該分野に係る実施機関の事業内容 

２－３－１ 国立教育評価試験機構（NEAEA） 
NEAEA は、2012 年 1 月 26 日付の連邦政府内閣規則第 260/2012 号（Council of Ministers 

                                                        
7 コンピテンシー・ベースという考え方の新カリキュラムでは、学習内容と共に、それに対応するコンピテンシーが明示され

ている。教育省は、コンピテンシーを「生徒が習得した知識、技能、態度及び価値観を実際の局面にて効果的に応用できる

能力」と規定し、学習から得られるコンピテンシーの積み重ねが学習のアウトカムを形成するものとしている。このような

考え方の下で、学力すなわちコンピテンシーが習得されていくことになる。 
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Regulation No.260/2012）により設置された、独自の法人格をもつ連邦政府機関（autonomous 
federal government office having its own legalpersonality）である。連邦教育省の組織における

NEAEA の位置づけと NEAEA の組織体制を図２－１、２－２に示す。 
NEAEA の試験局は、エチオピア前期中等教育修了試験とエチオピア高等教育入学試験の作

成・運営管理を担当し、行政能力の不足する 4 つの辺境州の初等教育修了試験は、NEAEA が

試験問題作成を代行している。現在、これらの試験作成までは完全に外注である。作成された

試験問題は NEAEA の教科担当官がレビュー・編集し、国家試験として完成させている。しか

し、5～6 年先を目安に試験問題の作成機能を組織内でもちたいとの意向がある。こうすること

によって、問題作成からレビュー・編集までを外部人材ではなく、機構内の人材を活用して実

施できるようになる。サンプル抽出方式で行われる全国学力調査は、NEAEA（及び前身となる

機  構）の教育評価局が実施してきている。 
第４、８ 学年用の第４回調査（2011 年実施）、第 10、12 学年用の第１回調査（2009 年実

施）のサンプルサイズは以下のようになる。 
 

表２－１ 全国学力調査のサンプルサイズ 

対象学年 参加者数 実施教科 
４ 10,787 環境、数学、英語、読解 
８ 11,181 生物、化学、物理、数学、英語 
10  5,583 生物、化学、物理、数学、英語 
12  2,812 生物、化学、物理、数学、英語 

出所：エチオピア理数科教育に係る情報収集・確認調査報告書（2012 年） 
 

全国学力調査のサンプリングの方法について、2009 年の第 10、12 学年用を以下に記載す   

る。2009 年には第 10 学年は 140 校から、第 12 学年は 73 校が調査に参加している。各州での

サンプル数は州の学校数により決定された。また、生徒数については各校から 40 人の生徒を

選び、各教科の試験を受験し、また、生徒に加え教員、校長に対して、アンケート調査を行っ

ている。なお、各州のサンプル数は、以下のとおり。 
 

表２－２ 第 10 学年のサンプル数 

州 
学校数 生徒数 

計画 達成度 計画 達成度 
Tigray  10  10 400 400 
Afar    3   3 120 120 
Amhara   33  33 1,320 1,319 
Oromiya  47  46 1,880 1,828 
Somali   4   4 160 157 
B. Gumuz    3   3 120 120 
SNNP   23  23 920 919 
Gambella    3   3 120 120 
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Harari    3   3 120 120 
Addis Ababa    9   9 360 360 
Dire Dawa   3   3 120 120 

Total 141 140 5,640 5,583 
出所：Ethiopian First National Learning Assessment of Grades 10 and 12 Students 2010 

 
表２－３ 第 12 学年のサンプル数 

州 
学校数 生徒数 

計画 達成度 計画 達成度 
Tigray  6  6 240 240 
Afar   2  2 80 67 
Amhara  11 11 440 432 
Oromiya 27 27 1,080 989 
Somali  2  2 80 71 
B. Gumuz   2  2 80 79 
SNNP  13 13 520 513 
Gambella   2  1 80 61 
Harari   2  2 80 80 
Addis Ababa   5  5 200 200 
Dire Dawa  2  2 80 80 

Total 74 73 2,960 2,812 
出所：Ethiopian First National Learning Assessment of Grades 10 and 12 Students 2010 

 
この全国学力調査は第１回から第３回まで、USAID の資金と技術支援を受けて実施されてい

る。2010/11 年に実施された第４回からは、USAID プロジェクトの全国学力試験データを一般

教育の質改善プログラム（GEQIP）のモニタリング・評価の指標データに取り入れて、GEQIP
の枠組み内の調査として実施した。この試験もやはり、試験問題作成までは完全に外注である

が、試験作成過程に検証ワークショップやパイロット試験を加えるなど、より現状に即した方

法で作成されている。 
また、GEQIP II の中では、試験局と教育評価局の両方を対象にアイテムバンク開発の支援が

予定されており、開発活動の資金援助やシステム構築への支援が行われる。アイテムバンクの

設立はまずは第 10 学年の全科目が対象になる。アイテムバンクの開発のために、世界銀行の

資金により事前調査が行われ、支援ニーズ分析が行われている。また、NEAEA では、同調査

の報告内容を基にアイテムバンク開発の活動計画の作成を検討している。なお、連邦教育省及

び NEAEA の組織図は以下のとおり。 
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出所：「基礎教育セクター情報収集・確認調査 国別基礎教育セクター分析報告書 －エチオピア－」（2012 年）の情

報を基に、調査団が内容を更新。 

図２－１ 連邦教育省組織図（関係部のみ記載） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出所：聞き取りにより調査団作成 

図２－２ 国立教育評価試験機構（NEAEA）組織図 

 
２－３－２ 理数科教育改善センター（MSIC） 

エチオピア政府は、理数科教育改善に関する国の指針を示すため、2010 年 12 月に「エチオ

ピア理数科教育改善のためのコンセプトペーパーと戦略」（Concept Paper and Strategies for 
Improving Science and Mathematics Education in Ethiopia）を発表した。コンセプトペーパーに記

載されている目的は、「エチオピアにおける理数科教育の質を高め、これらの教科における生

徒の学力（performance）を向上させること」となっており、理数科教育改善センター（Mathematics 
and Science Improvement Canter：MSIC、以下「センター」と記す）の設立構想が言及されてい

た。センターの前身は、連邦教育省の教員・教育リーダー開発局（Teachers and Educational Leaders 
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Development Directorate：TELDD、以下「教員開発局」と記す）にあった JICA の「エチオピア

理数科教育改善プロジェクト（Strenthening Mathematics and Science Education in Ethiopia：
SMASEE）」の活動母体であり、プロジェクトで中央研修指導員として活動したカウンターパー

ト（Counterpart：C/P）がセンターの職員として位置づけられた。今後はラボアシスタントを含

む 16 人の教科専門家がいる体制へ拡充する予定になっている。以下にセンターの組織図を示

す。センターは行政機構上、局と同列の権限をもっている。 
エチオピア政府の方針として、今後すべての理数科教育に関する活動は同センターを中心に

行っていくことになっており、理数科教育のプロジェクトを実施するにあたってはセンターが

中核の組織となる。 
また、州レベルではセンターの活動の受け皿となる「理数科ユニット」が設立されており、

各州最低 8 人（化学、物理、生物、数学の各担当を 2 人ずつ）の州トレーナーが任命されてい

る。このトレーナーは、今後の研修を通じて現在の中央研修指導員レベルにまで養成される予

定である。現行の SMASEE は第７、第８学年の理数科教育を対象としているが、将来的には

対象を一般教育の全学年に拡大し、さらには教員養成課程（Pre-service Education and Training：
PRESET）や教員資格向上研修の理数科強化教育の内容も改善していくことをめざしている。

センターは、2013 年 8 月はじめにセンター長が正式に任命され、本格的に活動を開始している。

（センターの組織図を図２－３に示す。） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出所：理数科教育改善センターのプロポーザルを基に調査団が作成 

図２－３ 連邦教育省内の理数科教育改善センター組織図 

 
２－３－３ 州教育局 

州教育局は、第８学年の学年末に初等教育課程の修了の際に行われる初等教育修了試験の問

題作成、実施、採点、修了認定を行っている。ただし、4 つの辺境州（ソマリ、アファール、

ガンベラ、ベニシャングルグムズ）では、行政能力の不足により、NEAEA が試験問題作成を

代行している。州教育局内で初等教育修了試験の担当は、カリキュラム開発実施部に属してい

る。辺境州以外の 5 州 2 市では、試験仕様書を基に州教育局が大学や教員養成大学の教官、中

等教育学校の教員などへ外注するかたちで試験問題が作成されている。カリキュラム開発実施
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部には試験担当官が外注の調整を行っている。アムハラ州、アジスアベバ州での聞き取りでは、

試験作成は編集を含め完全に外注によって完成され、州教育局内の教科担当者が内容のチェッ

クをすることはないという。アムハラ州、アジスアベバ州では、外注されるのは 1 科目 2 人で、

1 人が問題作成、もう 1 人が編集を担当しているということである。オロミア州ではオロミア

語試験問題を作るために各科目 2 人を含めて、各 4 人が作成にあたっている。 
州教育局は、第８学年の試験だけでなく、第 10 学年、第 12 学年の国家試験が各学校を会場

として行われる際にも、試験問題の配布や回収、試験実施の責任を負っている。しかし、実際

の実施管理の主体は、州の下位に位置するワレダとなっている。 
本調査において各州での聞き取りから得た独自の教育評価関連の動きは以下のとおり。 

・アムハラ州： 試験担当ユニットのユニット長を中心に、毎年、第８学年の問題の分析

をして、試験作成者（Item Writer）に結果を報告していた。アイテムバ

ンクやその活用についても積極的に関わる意向である。 
・オロミア州： 2012 年から、第８学年、第 10 学年、第 12 学年の修了試験、入学試験前

にモデル試験を実施している。これは、試験の予行練習に当たり、生徒

にとって練習になるとともに、Item Writer にとっても試験問題を作成し

ていく技術向上につながる。 
・アジスアベバ市： 市独自の学力調査試験を 2 期実施している。やり方は全国学力調査の方

式を踏襲し、試験問題は市独自に開発している。結果は報告書にまとめ

てある。なお、同市教育局内の担当は試験担当ユニットではなく、学習

品質管理・学校監理ユニットである。 
 

２－３－４ 教員養成大学 
エチオピアには全部で 33 校の教員養成大学（College of Teacher Education：CTE）がある。人

事権を含む管理管轄は州教育局になっている。2013 年 9 月に CTE の新規カリキュラムが発表

された。新規カリキュラムの内容は、各教科のシラバスとコースカタログである。この改訂の

背景には、これまでの CTE のカリキュラムが 2009 年に改訂された初等教育カリキュラムの内

容に対応していない課題が挙げられる。特に改訂初等教育カリキュラムで導入された活動型学

習について CTE が講義で取り入れることはなく、また、教科教育の指導が行われておらず、一

般的で理論的な教授法の講義のみが実践されていることが関係者からの聞き取りから確認さ

れている。今回の CTE カリキュラムの改訂では、初等教育カリキュラムの内容を教授できる教

員の養成に焦点をあてており、教科学習の内容は初等教育カリキュラムに合わせ、教科教授法

を講義に取り入れる内容になっている。ただし、新カリキュラムの配布が各 CTE へ行われただ

けで、新カリキュラムに合わせて CTE へのオリエンテーションや教員への研修といった活動は

行われていないのが現状である。本調査時に訪問した 2 校では、実際の講義の計画に当たるモ

ジュールを学校レベルで実践できるよう準備している段階だった。 
CTE の新カリキュラムは公開されたばかりであるので、今後、このカリキュラム改訂の過程

とその進捗状況を注視していく必要がある。 
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２－３－５ アジスアベバ大学 
第 12 学年終了時に実施する高等教育入学試験の問題は、連邦教育省カリキュラム局が同局

作成の仕様書に基づきアジスアベバ大学に委託するかたちで作成されている。また、その採点、

結果集計は NEAEA が行っている。試験問題作成に関する背景としては、国の方針として各大

学がその試験を行うことになっていたが、高等教育機関の数が増え、試験を作成する人材に偏

りがあることから、アジスアベバ大学が一括して請け負うことになった経緯があることが本調

査において確認された。今回のアジスアベバ大学での聞き取りによると、第 12 学年の試験の結

果については、特に物理と数学の点数の低さが課題として指摘されている。この高等教育入学

試験問題についても改善の必要性が指摘されており、その改善に向けて学内でプロジェクトを

開始していることが本調査でも確認された。同プロジェクトでは大学が学生の総合的な理解力

などから判断して、理数科教育（技術教育）により適応した学生を選別することができるよう、

現在の筆記試験だけではなく、インタビュー、実技試験、問題解決能力のチェックなども取り

入れていくことを検討している。さらに、高等教育入学試験は一般教育終了時の試験でもある

ので、一般教育全般のミニマム・ラーニング・コンピテンシー（MLC）との整合性についても

再確認していく。また、現在プロジェクトにはカナダからの専門家が関わっている。 
 
２－４ エチオピアにおける JICA の理数科教育協力実績 

JICA の現在の主な理数科教育支援は SMASEE プロジェクトでの取り組みである。SMASEE は

理数科教育改善をめざし、第７、第８学年の理数科教員を対象として現職教員研修（INSET）を

行っているプロジェクトである。SMASEE プロジェクトの目標は、INSET システムのモデルの確

立となっており、2011 年 3 月～2014 年 7 月の期間で実施された。プロジェクトの活動資金は、

エチオピア政府の GEQIP の教員開発プログラム予算から支出されている。SMASEE は、エチオ

ピアが 2007 年より、アフリカ理数科教育強化ネットワーク（SMASE-WECSA）の正式会員とな

ったことが契機となって開始された。SMASEE は理数科教育の改善に力を入れるエチオピア政 

府にとって中核事業であり、エチオピア側のイニシアティブによって、元のプロジェクトの事業

範囲を越えて全国展開に向けた動きが積極的に行われている。なお、エチオピアには理数科教育

分野の青年海外協力隊やシニア隊員も派遣されており、SMASEE の研修事業との連携も行われて

いる。 
 

２－５ 他ドナー・機関等の援助動向 

２－５－１ 一般教育の質改善プログラム（GEQIP） 
GEQIP は、エチオピアの教育サービス向上をめざし、世界銀行、英国、イタリア、オランダ、

フィンランドが共同で行っているプールファンド型資金援助プログラムであり、①カリキュラ

ム・テスト・アセスメント、②教員の能力開発、③学校改善、④学校地図〔学校管理、学校地

図、教育情報管理システム（Education Management Information System：EMIS）など〕、⑤プロ

グラム調整・モニタリング評価、の 5 つの部門に分かれて実施されている。プログラムは教員

養成大学 36 校、大学のうち教員養成を行っている 10 校（全大学）そして、すべての州・特別

市の教育局が対象となっている。今回、聞き取りを行ったプログラム調整・モニタリング評価

部門は、USAID と連携しながら全国学力調査（NLA）の支援も行っており、この結果をプログ

ラムのモニタリング評価の指標のひとつとして使っている。NLA の結果を指標としている理由
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は、修了試験（第８学年、第 10 学年）や入学試験（第 12 学年）は生徒の学習の到達度を正確

に計測できていないので、モニタリング・評価指標として適当ではないからである。しかし、

現在まで全国学力調査の結果はあまり良いものではなく、GEQIP の成果が見えていないため、

今後の対策を検討している。1 月から開始された GEQIP II では、NLA と初等教育修了試験、エ

チオピア前期中等教育修了試験への支援を予定している。入手資料8によると、その支援の範囲

は、NEAEA の人材育成・キャパシティデベロップメントや第４学年、第８学年、第 10 学年、

第 12 学年の国家学力試験調査の試験問題のアイテムバンクの開発支援、エチオピア前期中等

教育修了試験のアイテムバンク開発支援、試験実施体制強化、また、州教育局での試験実施体

制の強化や学校レベルでの試験実施の改善にまで、支援活動の範囲が言及されている。このな

かでも、後述するように、第 10 学年の NLA とエチオピア前期中等教育修了試験のアイテムバ

ンク開発については、世界銀行の資金でスコープ調査が行われており、実施が具体化されてい

る。その他の活動については、具体化に至る途中段階にあり詳細は不明であるが、JICA との協

力体制については、資金管理を行っている世界銀行の担当者より前向きな意向が示されている。 
 

２－５－２ 世界銀行 
世界銀行は、GEQIP の資金管理を行っている。これまで、アイテムバンクの開発については

GEQIP で、2012 年に NEAEA のエチオピア前期中等教育修了試験と NLA の分野での人材育成

を目的とし、ロシア教育開発支援（READ）を通した支援が実施された。その内容はスタッフ

を対象に試験問題（Item）作成技術や政策フレームワークの作成の研修、NLA と修了試験の試

験問題例の作成指導を行った。しかし、アイテムバンクの開発自体はまだ具体的な成果を上げ

ていない。世界銀行への聞き取りによると、2014 年 1 月に始まる GEQIP II の中で、アイテム

バンクの開発の予算を組んでおり、その内容はアイテムバンク設立費用とアイテムバンクのソ

フトウェアの導入を中心とした技術面での支援である。前述のとおり、アイテムバンクの開発

のために、世界銀行の資金により事前調査が行われており、支援ニーズ分析結果により支援内

容を検討予定である。 
なお、現地事務所担当者との協議では、今後、JICA 支援との重複を避けると同時に、支援の

相乗効果を考えつつ、世銀と JICA が扱う技術支援分野の役割分担や調整しながら連携を検討

する必要があるとの意見が出された。 
 

２－５－３ 米国国際開発庁（USAID） 
USAID の理数科教育分野での技術支援は、5 年計画で初等教育の質改善プログラム

（Improving Quality of Primary Education Program：IQPEP）を通して行われてきた。第１～４学

年用と第５、第６学年用の活動型学習と評価方法の現職教員研修（INSET）モジュールの開発

が中心であり、INSET は 2,600 校の学校が対象で、教員養成大学（CTE）への支援も行ってき

たが、2014 年 6 月に終了している。 
プロジェクトでは、授業を①教員だけの活動、②生徒だけの活動、③教員と生徒が一緒に行

っている活動、の 3 つに分け、③の時間を活動型学習としてその割合を指標に活動型学習の進

み具合をモニタリングした。プロジェクト期間のモニタリング結果は以下のようになる。 
 

                                                        
8 世銀「INTERNATIONAL DEVELOPMENT ASSOCIATION PROJECT APPRISAL DOCUMENT October 17,2013」 
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表２－４ IQPEP プロジェクト期間のモニタリング結果 

年 活動型学習の目標(％) 到達値(％) 

2009-10  56.5 
2010-11 65 64.5 
2011-12 75 74 
2012-13 80 76 

 
教育評価の分野では、第１学年から第８学年向けの「学習のための評価」（Assessment for 

Learning）というプログラムで教員向けの研修モジュールを開発している。さらに 2000 年開始

の第１回から全国学力調査（NLA）への支援を技術面と資金面で行っている。なお、支援内容

としては NLA の問題アイテムなどの開発に際し、検証ワークショップやパイロット試験など

の手法を指導して NEAEA のアセスメント局への技術面の支援を行った。 
 

２－５－４ 国連児童基金（UNICEF） 
UNICEF の教育評価を含む教育分野のターゲットは、第１学年から第４学年の子どもたちで

ある。ただし、資金に限度があるので支援の効率化のため州教育局レベルでの支援に限ってお

り、第４学年の NLA は支援の対象外であった。2014 年からアムハラ州（35 ワレダ）、アジス

アベバ特別市（3 副都市）、ハラレ市を対象とした教育評価プロジェクトを開始している。プロ

ジェクトでは州教育局レベルで研修を行っている。同研修の内容は、ミニマム・ラーニング・

コンピテンシー（MLC）を基本に教員を含む教育セクター関係者がどのように教えるか、また

学習評価・試験を行うか、そしてその結果をどのように活用するかなどに焦点をあてたもので

あった。また、同研修では、アイテムバンクの試験問題アイテムを研修ツールとしている。具

体的には、150 人（英語・アムハラ語 50 人、算数 50 人、理科 50 人）の教員を対象に、Item Writer
（問題作成者）へ育成することを目的 として 6 日間の研修を行った。なお、今後は研修対象

者を 50 人ずつ増やしていき、クラスターで 150 人ずつの Item Writer が育成できるように研修

を続ける予定である。また、アイテムバンクの内容が充実した際には、同内容を活用して学習

副教材に発展させる計画があり、この副教材作成の費用も、UNICEF が支出する予定である。 
これらの活動は、米国のアメリカ・インスティチュート・フォー・リサーチ（American Institutes 

for Research：AIR）が技術支援を請け負っている。アセスメント専門家、英語教育・言語教育

の専門家が参加し、アジスアベバ大学からも教育学の教授が専門家が参加している。なお、AIR
は USAID の支援の下で低学年読解力調査（Early Grade Reading Assessment：EGRA）の指導を

行っているとの情報もある。 
 

２－６ 中心課題とその対策案 

本調査を通じて抽出された中心課題として、教員を含む教育セクター関係者がカリキュラムの

基本となるミニマム・ラーニング・コンピテンシー（MLC）及び、カリキュラム戦略（カリキュ

ラム－授業実践－学力評価）の一貫性に関して共通理解が醸成されておらず、結果として、MLC
の内容が正確に試験内容に反映されていないということが関係者間で確認された。この課題の抽

出に至る関係者間での議論と対応策の検討について、以下に記述する。 
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２－６－１ 課題１：カリキュラムの基本となる MLC の共通理解の欠如 －課題抽出ワーク

ショップの結果と分析－ 
上記のワークショップの結果、関係者間で MLC の共通理解がなされていないことが確認さ

れた。第１次詳細計画策定調査時に実施された課題抽出ワークショップ「理数科教育で学力を

上げるための挑戦と戦略」では、国家カリキュラム、教室での学習、試験のつながりについて

の議論がなされたが、MLC への共通理解がない、試験に対応する現場レベルでの学習ができて

いない、学習達成度を上げるような教材がない、などの問題点が挙げられた。課題に関する議

論とともに、目標とする将来像の議論がなされた。その結果、参加者の中で、新規プロジェク

トで実施される戦略について以下の概念が合意された。この中で、調整・プラットホームの役

割をもつ組織を中心にワークグループなどを結成し、普遍的な用途目的〔修了試験や全国学力

調査の問題開発、学習教材、また教員養成・現職教員研修（INSET）の内容開発〕をもったア

イテムバンク（プール）の開発や、このような活動には州教育局の関係者の参加が必須である

ことなどが合意された。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－４ 合意内容の概念図9 

 
２－６－２ 課題２：MLC の内容が正確に試験内容に反映されていない －MLC と国家学習

調査試験・修了試験－ 
特に全国学力調査（NLA）・修了試験の課題として、MLC の内容が正確に反映されておらず、

活動型学習を進めている教室での学習と一致しないという問題点が指摘されている。 
MLC とサンプルの修了試験問題を比較してみると、MLC が汎用性のある総合的な知識や技

術の取得をめざし活動型学習を盛り込むかたちで表現されているのに対して、多くの試験問題

が知識や計算能力のみを問う問題に集中している傾向が確認された。MLC が具現化されていな

い、やや偏った知識のみを問う問題も散見され、獲得すべき学力とその学力を評価するツール

としての試験問題の整合性に課題があることが示唆される。具体例は以下のとおり。 
 
 

                                                        
9 Item Bank は第２次調査のワークショップ（2 月 6～7 日）での合意の下、その役割からアイテムプール（Item Pool）という

名称に変更された。 
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試試験験のの内内容容 

    
国国家家カリキュラム   

 

  教教員員研研修修のの内内容容 

 
  修修了了試試験験  

入入学学試試験験 

  

  
  

  
  

補補助助教教材材 
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試試験験問問題題ののデデーータタババンンクク  

シラバス・指導要領  
MMLLCC 



－14－ 

MLC の記述 試験問題 

一般的・総合的な知識や技術の取得をめざし

ている。 
一部の偏った知識を問う問題になっている。 

生物 例 
細胞の定義やその構造を学ぶ。 

 
細胞の数が一番多いのは、身体の骨、血液、

筋肉、神経のどの部分になるか。 
化学 例 
分子や原子などの物質のミクロ構造の考えが

発展してきた歴史的背景を学ぶ。 

 
分子構造の考え方を最初に考案したのは誰

か。 
理科 例 
観察、分析、測定、比較などの理科的な技術

を取得する。 

 
試験問題で、そのような技術を測る問題はな

い。 
算数 例 
確率など日常生活で算数知識・技術の応用能

力を取得する。 

 
試験問題で、そのような技術を測る問題はな

い。 
 

２－６－３ 対応策とその汎用性 
前項で述べた状況の中で、カリキュラム内容を具体化する問題アイテムのデータベースとし

て、アイテムプールの設立が提案された。新規プロジェクトの対象としては、アイテムプール

は第８学年と第７学年用の生物、化学、物理、数学（算数）の試験問題や第４学年と第 10 学

年のサンプル試験問題を関係各部門が共同開発し、データベース化していくというものである。

これらの試験問題は MLC を具体的に表すことのできる優良な問題を厳選することによって、

めざす学習到達点の共通理解が進むことになる。 
また、アイテムプールを活用した成果物としては、実際の修了試験等の問題アイテムバンク

のほか、ワークブック（生徒用学習教材）や教員研修（教員養成研修と INSET）の研修内容（モ

ジュール）に反映させていくことができる。ワークブックは、試験の方向性に直結しており、

生徒の学力向上のために効率的に活用することができる。また、アイテムプールから開発され

た教員養成研修と INSET モジュールは、High-State な試験問題のみならず、形成的評価の視点

等も網羅しつつ、教員の日々の教授内容に対する生徒の学習評価の質的向上にもつながると同

時に、教員や教員養成大学（CTE）の学生の教科知識を強化することになる。 
アイテムプールの開発や活用には、理数科の教科教育、教科知識に加え、カリキュラム、教

育評価、教育心理学、教材開発のノウハウなど、幅広い教育分野の専門性が必要となる。多様

な視点に留意しつつ包括的な技術支援をエチオピア側も強く望んでおり、エチオピアの専門家

の能力強化、技術向上を総合的に実施していく必要性が確認された。さらに今回のワークショ

ップでも明確になった関係者間の連携の欠如は、上記アイテムプール開発等のプロジェクト活

動によって解消され、理数科教育にかかわる関係者が一丸となって、質の向上に取り組む体制

整備を進めることも可能となる。 
 

２－６－４ アイテムプールとアイテムバンクの定義 
今回の調査で合意された、アイテムプール（Item Pool）とアイテムバンク（Item Bank）の定

義を以下に示す。 
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アイテムプール 
Item Pool 

試験や学習評価のためのツールが集められたデータバンクであ

る。カリキュラム開発者、教員教育関係者、試験や学習評価の

専門家、その他の関係する専門家が必要に応じてそのデータに

アクセスすることができる。 

アイテムバンク 
Item Bank 

試験や学習評価のためのツールが集められたデータバンクであ

る。アイテムプールと異なり、その内容へのアクセスは関係機

関の中で機密を守られている。NEAEA（第10 学年用）や州教育

局内（第８学年用）に設置されることが想定されている。 

 
２－７ プロジェクト実施準備の進捗 

２－７－１ タスクフォースの結成 
エチオピア側のイニシアティブで、案件準備のためにタスクフォースが結成された。第２次

調査時点でのメンバー構成は以下のとおり。 
 

Mr.Tesfaye Jinore 
(Chairman) 

Acting Director   MSIC 

Mr. Belayneh Tefera Acting Director (Replacing) MSIC 

Mr. Gebre Egzibher Araya National Trainer (Chemistry)  MSIC 

Mr. Dessie Meles National Trainer (Physics)  MSIC 

Mr. Tesfu Tezera  National Trainer (Mathematics)  MSIC 

Mr. Tasfaye Ayele 
(Secretary/Chairman) 

Mathematics Specialist  CDID 

Mr. Solomon Belayneh  Biology Specialist  CDID 

Mr. Biniam Gessese INSET Specialist TELDD 

Mr. Tasfayre Degefe PRESET Specialist TELDD 

Ms. Kassanesh Alemu Chemistry Specialist TELLRD 

Mr. Tesfaye Sileshi Mathematics Specialist TELLRD 

Mr. Fekadu Bogale Monitoring Specialist/History NEAEA 

 
このタスクフォースを中心にプロジェクト実施準備が進められている。なお、本調査時に上

記メンバーを中心に議論されたが、主な議論の内容は以下のとおり。 
 

①  州教育局長が案件内容を理解し、協力することが重要であり、案件形成段階の今からオリ

エンテーションを行う必要がある。（→副大臣に報告され、全国の州教育長を集めた省内会

議で報告されることになった。） 
②  新規プロジェクトの調整役は理数科教育改善センターが適任である。 
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③  各関係部署はタームズ・オブ・レファレンス（TOR）で決められた役割に合わせてワーキ

ンググループ（WG）に必要な人材を任命する。WG のメンバーは理数科の専門家や学習評

価・試験の担当官である。理数科教育や教育評価に関連するメンバーは各部署（組織）によ

り多様なため、メンバーの選定は各部署に一任する。ただし、人選は早急に進める必要があ

る。 
④  アイテムプール開発に携わり、本案件の中核となすのは以下の人材になる。 

・ 専門家 
教科専門家または教科担当官（Specialist / Expert）： 教員教育リーダー開発局以外の各機

関には理数科の教科分野の専門家がいる。各教科での学位以上をもっている。 
試験学習評価専門家（Expert）： NEAEA・州試験で、試験や学習評価を担当し、学位を

もっている。 
・ アイテム開発者 

アイテムプールの開発に従事する担当官であり、次項に記載する「理数科教育学習評価体

制教科に向けた詳細計画作成セミナー・ワークショップ」で合意された名称である。アイ

テム（試験問題）を作るだけではなく、その有用性検証、試験結果のフィードバック、ア

イテムのシステム化など開発全体を担当する。 
・ アイテムライター 

試験問題を作成している専門家である。多くは教員養成校や学校の教員である。 
⑤  案件の技術面の管理運営に関しては「技術委員会」をつくる。メンバーは理数科の専門家

や学習評価・試験の担当官である。 
⑥  アイテムプールは関係者に開かれた情報源になる。このような特徴や理数科に限られた試

験問題を扱うことから、理数科教育改善センター（MSIC）が管理運営にあたるのが適切であ

る。 
⑦  アイテムプールは第７、８学年の理数科、そして、第10 学年と第４学年の理数科のサンプ

ル問題の作成を行うことで合意する。 
⑧  プロジェクトにおいて実施予定のワークショップの時期については、少なくとも年に 3 回、

各部署の予定を確認しつつ時期を決定する。現時点の NEAEA の予定では、2 月、5～6 月、

10 月が繁忙期に当たり、この時期は避けるべきである。州教育局の予定については確認が必

要である。 
 

２－７－２ 詳細計画策定でのセミナー・ワークショップ 
第１次調査の結果を受けて、タスクフォースの主催で、2 日間の「理数科教育学習評価体制

教科に向けた詳細計画作成セミナー・ワークショップ」が行われた。同ワークショップにおい

て、第１次調査で合意されたプロジェクトの内容に関して参加者間で情報共有や意見交換を行

い、実施に向けての活動計画案策定や課題の議論を行った。日本側からは、国立教育政策研究

所の松原憲治総括研究官が、日本での学力評価の取り組みや国際的な学習評価の潮流について

の講義を行った。同ワークショップの概要は以下のとおり。 
 

タスクフォースメンバーはプロジェクト概要について、①新規プロジェクトの説明、②総合

ワーキンググループ（WG）によるアイテムプールの開発、③州レベルでのアイテムバンクを
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する WG、④連邦教育省カリキュラム開発局（CDID）が行うワークブック・アクティビティブ

ックグラフの開発、⑤MSIC による INSET モジュール開発のプレゼンテーションを行い、参加

者と意見交換を行った。 
 

（１）プロジェクト概要案 
タスクフォースメンバーが JICA 支援により実施予定の新規プロジェクトの計画案につ

いてのプレゼンテーションを行った。この中では、プロジェクトの PDM、関係機関、三層

カリキュラム（①意図されたカリキュラム：国・政策レベル、②実施されたカリキュラム：

教師・授業レベル、③達成されたカリキュラム：子どもレベル）の説明もあった。プレゼ

ンテーションの後に参加者から以下のような質問やコメントが挙げられ、議論がなされた。

特にアイテムバンクとアイテムプールの関係性については、参加者間での共通理解の認識

は得られつつあったものの、継続して議論していく必要性が確認された。 
・ 今年より始まった GEQIP II とこのプロジェクトの関係 
・ アイテムバンクとアイテムプールの目的の相違点について 
・ NEAEA が管轄する理数科以外の学習評価や試験について 
・ プログラム予算と費用分担について 
・ アムハラ州で新しく始まっている UNICEF の活動と新規プロジェクトのアイテムバンク

開発の連携可能性 
・ 試験問題作成における人材の能力開発 

     
（２）アイテムプールとアイテムバンクの開発 

タスクフォースのメンバーはアイテムプールとアイテムバンクについて、その違いなど

を説明した。参加者間での主な議論の内容は以下のとおり。特に、初等レベルに関しては、

一部の州を除き、各州で試験問題の作成を行う必要があり、問題アイテムの質の確保が課

題であることが確認されるとともに、JICA 支援による成果の活用が非常に有益であるとの

発言も聞かれた。 
・ アイテムプールやアイテムバンクの開発にかかる期間 
・ 州教育局にとっては、良質の試験問題を作成することは大きな課題である。 
・ JICA の支援の形態 
・ プロジェクトの対象学年 

 
（３）ワークブックの開発 

タスクフォースのメンバーがワークブックについて、「なぜワークブックが必要なのか」

「どのようなワークブックがあるのか」「ワークブックとアクティビティブックはどう違

うのか」などについて説明した。参加者間での主な議論の内容は以下のとおり。特に学校

現場では教科書を活用しながら児童の学習プロセスでどのように理解度を確認していく

のかなどが課題となっていることなどが議論された。 
・ ワークブックの質に関して 
・ 教科書や教員用指導書との整合性 
・ 教科書とワークブックの使用方法 
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（４）開発される研修のモジュールについて 
タスクフォースのメンバーが、エチオピア理数科教育改善プロジェクト（SMASEE）で

の経験などを交えて、今後開発される研修のモジュールについて説明を行った。参加者間

での主な議論の内容は以下のとおり。児童の学習成果の評価能力に関しては喫緊の課題で

あることが参加者の共通認識であり、同能力強化のためのモジュール開発の重要性が確認

された。 
・ 研修の実施方法・実施内容 
・ 継続的評価の視点 
・ モジュールの開発過程 

 
1 日目の午後には国立教育政策研究所の松原憲治総括研究官が、日本や国際的な学習評価の

潮流についての講義を行った。同講義に関連して、以下の事項に関する議論がなされた。 
・ 日本や国際的学力試験の試験問題の開発主体、開発方法 
・ 知識、応用、推論などの試験問題の分類に関すること 
・ 日本での教科書、ワークブック、副教材を開発に関すること 
・ 国際数学・理科教育動向調査（Trends in International Mathematics and Science Study：TIMSS）

の役割について 
 

2 日目には、参加者は①プロジェクト名、②プロジェクトに第 10 学年の国家試験や第４学年

の全国学力調査（NLA）を含めるべきか、③新規プロジェクト案について予測される課題（留

意点）と対策、の 3 つについて議論を行った。このうち③についての意見は以下のようなもの

であった10。 
・ NEAEA をはじめとする教育省内の組織の役割分担にプロジェクトは留意する必要がある。 
・ 能力開発、ワークブック、アイテムバンク、アイテムプールをなど含め、ワークショップの

議事中で意味が漠然としている用語があった。明確化すべきである。 
・ 担当部署の責任者がプロジェクトを実施するためにプロジェクトの意義の認識を高める必

要がある。 
・ SMASEE でも経験したことになるが、それぞれの州教育局は、違った組織構造をもっている

ことに注意すべきである。たとえば、ある州には理数科の教科専門家がいるが他の州ではい

ない、ということもある。 
・ プロジェクトの持続性についての考慮が必要である。 
・ さまざまなレベルで教育関係当局の指導者の間に、プロジェクトの重要性についての理解が

なければならない。 
・ SMASEE プロジェクトの実施の際にも確認されたとおり、計画どおりにプロジェクトが進捗

しないことも考慮しなくてはならない。 
・ プロジェクトの実施についてさまざまな関係者の役割の調整が重要である。 
・ プロジェクトの実施に従事するリーダーシップが必要である。 
・ 運営資金の不足には留意しなくてはならない。 

                                                        
10 ①と②の議論の内容は巻末付属資料１に含まれる M/M の Annex 5 参照。この議論は参加者が技官であったため、決定権の

ない個人の意見になっている。 



－19－ 

・ エチオピアでは、アイテムバンクやアイテムプールを開発する経験と能力に欠けているので、

留意する必要がある。 
・ NEAEA、連邦教育省、州教育局などを含め、プロジェクトに従事するさまざまな関係者の役

割と責任を明らかにする必要がある。 
・ プロジェクト文書で使用されているあいまいな用語には、普遍的でわかりやすい定義づけを

していく必要がある。 
・ プロジェクトを実施するうえで、効果的で的確な人材の抜擢と組織での取り組み方を連邦教

育省から州教育局へ要請する必要がある。 
・ プロジェクトの実施にはプロジェクトへの完全なコミットメントを得るため、各組織の政策

決定者やその他のさまざまな関係者の意識向上が必要である。 
・ プロジェクトの実施を合意された計画に沿ってモニタリング・評価する、プロジェクトに関

与する人材の能力の技術的な問題を明らかにする、その取り組みのための能力開発研修を提

供する、などの点に留意する必要がある。 
 

3 つのグループに分かれてアイテムプール、ワークブックと INSET モジュール開発のための

行動計画を作成した。 
 
ワークショップの終わりに参加者より、これまでの議論を踏まえ、次のような意見が出され

た。 
・ ワークショップが開始されたときには関係者の役割と責任について論争があった。しかし、

ワークショップを通じて相互理解をすることができた。今後政策レベルの担当者や関係者に

も働きかけて、プロジェクトの重要性の理解を深める必要がある 。 
・ 前回、連邦教育省と JICA の間で署名された会議の議事録において州教育局長の参加が提案

されているが、今回の参加はなかった。今後、プロジェクトの重要性の理解を進めるために

州教育局長へ説明の機会をもつ必要がある。 
・ このワークショップによって、参加者はプロジェクトでの自分の役割とそのコミットメント

の重要性を認識した。 
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第３章 プロジェクト基本計画 
 

３－１ 協力概要 

（１）上位目標（事業終了 3 年後）と指標： 
初等第７学年と第８学年の児童の学習到達度向上のための教育的基盤が整備される。 
指標：①プロジェクトで開発したワークブックが学校に配布される。 

②教員養成課程及び現職教員研修において、教育評価セッション研修教材が活用さ

れる。 
（２）プロジェクト目標と指標： 

カリキュラム戦略の一貫性の共通理解の下、初等第７学年と第８学年の児童の理数科の学

習到達度を改善するためのカリキュラム戦略の質が強化される。 
指標：①教育省教育評価（アセスメント）関係者間で理数科教育のカリキュラム一貫性に

よるカリキュラム戦略の質の共通理解が深まる。 
②プロジェクトにおいて開発されたカリキュラム一貫性を有する教材の数。 

（３）成果： 
１．理数科教育の教育評価（アセスメント）に関連する関係者の能力が強化される。 
２．第７学年と第８学年の理数科（算数・数学、物理、生物、科学）のアイテムプールが

開発される。併せて、第４学年と第 10 学年の理数科のサンプルアイテムプールが開発

される。〔理数科教科ワーキンググループ（WG）のメンバー及び教育評価 WG のメンバ

ー対象〕 
３．アイテムバンクの開発に携わる以下の関係者の能力が強化される。〔主に国立教育評

価試験機構（NEAEA）、州教育局〕 
・ NEAEA の学力評価調査担当の理数科教育の第４学年、第８学年、第 10 学年向け問題

作成者 
・ NEAEA の初等教育修了試験第８学年及び前期中等教育修了試験第 10学年の理数科の

学科担当 
・ 州教育局の初等教育修了試験第８学年向け問題作成者 

４．第７学年と第８学年用のワークブックが開発される。（主にカリキュラム開発局） 
５．第７学年と第８学年用のアイテムプールの内容に基づいた第７学年と第８学年の教育

評価に関する現職教員研修（INSET）向けモジュールが開発される。（主に理数科教育改

善センター） 
６．第７学年と第８学年用のアイテムプールの内容に基づいた第７学年と第８学年の教育

評価に関する教員養成課程向けモジュールが開発される。（主に教員教育リーダー開発

局） 
７．開発された成果品を普及する活動計画が立案される。〔主に連邦教育省カリキュラム

開発局（CDID）、理数科教育改善センター（MSIC）、連邦教育省教員教育リーダー開発

局（TELDD）〕 
 

（４）前提条件・外部条件 （リスク・コントロール）                          

１）前提条件： 
現カリキュラム内容のコンセプト〔アクティブ・ラーニング、ミニマム・ラーニング・



－21－ 

コンピテンシー（MLC）〕が大きく変更されない。 
２）外部条件： 

・連邦教育省関係部局や州教育局が、プロジェクト成果を活用して実施する活動の予算を

確保する。 
・本事業の関係者のメンバーが離職等の理由により著しく交代せず、継続的に本事業に従

事する。 
 

３－２ プロジェクトで期待される成果 

３－２－１ 理数科教育の質改善のための関係者の能力開発 
アイテムプールの開発と利用には、さまざまな分野の専門家の高い専門性を必要とする。ア

イテムバンクの開発・利用を通して、教科専門家のワーキンググループ（WG）メンバーは、

教科理解を強化することができるし、学習評価と試験の専門家の WG メンバーは、適切な試験

問題作成の過程（検証、フィードバック分析を含む）を学び、能力開発をすることができる。

このようにアイテムプールの開発・利用は、より質の高い理数科教育を実現するための基盤と

なる能力開発の優れたツールとなる。 
連邦教育省及び州教育局は、アイテムプールを利用したアイテムバンクの開発、ワークブッ

クの開発、学習評価に係る教員研修内容の開発を拡大することができる。これらの成果は生徒

の学力向上に寄与する。このような活動によっても、関係者の専門性は強化される。 
 

３－２－２ アイテムプールの開発 
アイテムプールの開発は、研修ワークショップを通じて行われる。総合と科目別の WG は、

5 日間のワークショップを毎年 3 回ずつ、プロジェクトの実施期間中に少なくとも 9 回を実施

する。初年度のワークショップは 2014 年 9 月か 10 月に開催される予定である。総合と科目別

の WG から選ばれたメンバーは、このワークショップや日本と第三国での研修で、能力開発活

動の機会を得ることになる。 
ワークブックの開発、INSET 向けモジュールの作成、州教育局での活動などのアイテムプー

ルを利用した他の成果を上げるときには、それぞれの組織や部局の責任で活動が行われること

になる。異なる組織からの学習評価や教科の専門家が、これらの成果のために一緒に働くこと

によって、プロジェクトに関連した成果の品質がより良くなることが期待される。 
科目別の WG は、関係者が利用できるような第７学年と第８学年のカリキュラム内容に沿っ

たアイテムプールを開発する。アイテムプールの開発の手順は以下のようになる。 
①カリキュラムの概念と構造を分析（スコープと系統） 
②教科書を分析 
③試験問題を開発するために教科内容の概念を整理 
④カリキュラムの内容に見合った試験問題の開発 
⑤学校でのパイロット活動を通じての試験問題の検証 
⑥関係者間での経験の情報共有 
⑦その他（必要に応じて） 
この過程のイメージは図３－１のとおり。 
第４学年と第 10 学年の分に関しては、各学年少なくとも 2 単元の試験問題を作成していく
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ことが予定されている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３－２－３ アイテムバンクの開発 
NEAEA の WG メンバーは、第 10 学年のエチオピア前期中等教育修了試験用のアイテムバン

ク、第４学年、第８学年、第 10 学年用の全国学力調査（NLA）試験用のアイテムバンクを開

発することになっている。このメンバーは州教育局で第８学年の初等教育修了試験用のアイテ

ムバンクの開発を技術支援する。 一方、これらの試験問題では機密性とセキュリティが重要

であるので、JICA の支援は、アイテムバンクの開発に携わる関係者の能力開発・技術支援に活

動の重点を置く。 
 

３－２－４ ワークブックの開発 
連邦教育省カリキュラム開発局（CDID）は、アイテムプールの内容を利用して、第７学年と

第８学年用のワークブックの開発を予定している。ワークブックの印刷や配布を含む開発予算

は、連邦教育省から割り当てられるように計画している。 JICA は、ワークブックの開発のた

めに技術支援を提供する。 
 

３－２－５ 現職教員研修（INSET）と教員養成課程のモジュール開発 
エチオピアでは、継続的専門能力開発（CPD）という INSET のシステムがあるが、JICA の

技術支援を受けて、第８学年のための評価に関する CPD モジュールを、理数科教育改善センタ

ー（MSIC）が開発する予定である。このモジュールは、教員養成学校の研修内容としても利用

することができる。 
 

３－３ プロジェクト実施に向けた留意事項 

３－３－１ 技術委員会の役割の具体化 
案件の成果、特にアイテムプール開発の技術的な監理運営は、技術委員会の役割として提案

されている。技術委員会は複数の関係者・機関がかかわっており、責任範囲もあいまいになり

がちであるので、役割分担・責任範囲の具体化が必要である。 

教科ごと、及び学習評価と試験の WG の研修ワークショップは年に 3 回、1 週間ずつ行われる予定 

図３－１ アイテムプール開発の過程 
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３－３－２ ワーキンググループ（WG）メンバーの選出 
提案されているアイテムプールの開発では、WG が重要な運営母体となっている。この WG

は、複数の機関がかかわっており、早期に体制を固めないと案件の具体化は難しい。WG の役

割や責任を明確化し、各機関が適正なメンバーを迅速に選出できるようにする必要がある。 
 

３－３－３ 調整役の理数科教育改善センター（MSIC）の役割の具体化 
複数の関係者・機関がかかわる案件だけに、調整業務は重要となる。調整役として MSIC が

提案されているが、まだ開設間もない MSIC が実質的にどのような活動を行えるのか、関係者

との協議が必要である。調整役としての役割分担・責任範囲を具体化し文書化して、関係者で

合意をしておくことも必要である。 
 

３－３－４ 州教育局（REB）との調整 
第８学年の初等教育修了試験に関しては、REB が主体となるので州レベルの関係者を巻き込

んで実施体制を固める必要がある。地方分権が進むなかで、REB の決定権は独立しており、今

後も州教育長との合意は必要である。 
 

３－３－５ 各機関の活動計画・資金計画の確認 
成果３「アイテムバンクの開発に携わる関係者の能力が強化される。」、成果４「第７学年と

第８学年用のワークブックが開発される。」、成果５「第７学年と第８学年用のアイテムプール

の内容に基づいた第７学年と第８学年の教育評価に関する現職教員研修（INSET）向けモジュ

ールが開発される。」、成果６「第７学年と第８学年用のアイテムプールの内容に基づいた第７

学年と第８学年の教育評価に関する教員養成課程向けモジュールが開発される。」は、各機関

の独立業務に基づいている。このため、各組織で案件の成果を達成するために、具体的な活動

計画、予算・活動・人事計画を確認する必要がある。 
 

３－３－６ 他の開発パートナーとの協調 
今回の調査では、一般教育の質改善プログラム（GEQIP II）でアイテムバンクの開発支援が

行われることが確認されている。GEQIP II はバスケット資金で運営されるが、NEAEA での聞

き取りでは、第 10 学年の学力国家試験と国家試験のアイテムバンク開発の支援を行っていく

ということであった。一方、理数科の技術支援に関しては、アイテムバンク開発に向けての技

術支援も含み、日本（JICA）に要請したいというエチオピア側の方針が、副大臣より明確に示

されている。本プロジェクトの実施においては活動の関連性が深いので、協調は重要である。

一方、UNICEF も学習評価分野では第１学年から第４学年までを対象に、州教育局以下でアイ

テムバンクの開発を行うプロジェクトを開始している。対象の学年は異なるが内容や方法が今

回想定されている本プロジェクトに類似していることもあり、協力関係を進めるのは効果的で

ある。さらに第 12 学年終了時に実施するエチオピア高等教育入学試験問題の担当であるアジ

スアベバ大学でも、試験の改良に向けたプロジェクトがスタートしている。本プロジェクトに

おいては、このような縦（学年割り）と横（ドナー関係のつながり）の連携を進め、プロジェ

クトの効率性、有効性、持続性を高め、活動の方向性に食い違いがないように、支援内容の重

複が避けられるように、更には相乗効果を上げられるように、密な情報交換を行い、協調を進
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める必要がある。 
 

３－３－７ 国家政策への貢献 
本プロジェクトのスーパーゴールは、最終的には生徒の学力向上である。この学力とは、国

際的な水準に照らし合わせたものであると同時に、エチオピアの理数科教育強化政策の根幹で

ある国の産業振興に貢献できる人材の育成につながるものでなくてはならない。本プロジェク

トを通じて、実際に学習評価・アセスメントが質的に改善され、生徒の成績が向上することも

当然重要であるが、長期的な展望でその教育体制によって育成された人材が、実際に国の産業

振興に貢献する生産性の高い人材になるという目標を見据えた協力となるよう工夫する必要

がある。 
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2013 年 10 月 12 日 
JICA 調査団 

 

エチオピア理数科教科アセスメント能力強化プロジェクト 
第１次詳細計画策定調査 現地調査結果概要報告 

 
１．要請の背景 

エチオピア政府は 1997 年より累次の「教育セクター開発プログラム（Education Sector 
Development Programme：ESDP）」を策定・実施しており、現在第４次プログラム（ESDP IV： 
2010/2011-2014/2015）を実施中である。粗就学率（GER）は、初等教育（第１学年から第８学年）

において 1990 年の 36.6％から 2010 年の 101.6％、前期中等（第９～10 学年）が 2000 年の 17.2％
から 2010 年の 44.6％、後期中等（第 11～12 学年）が 2000 年の 8.4％から 2010 年の 16.2％と改

善がみられている。他方、質の面に関しては初等教育修了率が 55％（2009 年）といまだに低く、

学習到達度試験結果でも改善はみられないなど、エチオピアでは教育の質向上を喫緊の課題とし

ている。 
工業化をめざすエチオピアでは、科学技術の発展に資する理数科人材育成を強化していく方針

を打ち出し、第 11 学年以降の生徒の約 70％を理系専攻にするなどの目標を掲げている。現在実

施中の ESDP IV（2010/2011-2014/2015）は、教育の質の向上や科学技術分野の人材育成を重点に

掲げている。また、教育の質改善に向けて、各国・国際機関の支援を受け「一般教育の質改善プ

ログラム（General Education Quality Improvement Programme：GEQIP）」を 2008 年より実施してい

る。GEQIP では、教師教育強化を重点のひとつと位置づけ、継続的職能開発（Continuous Professional 
Development：CPD）を実施するなどの取り組みを行っている。 

一般教育の質改善の取り組みとして、JICA は現在、初等第７～８学年理数科教員を対象とする

現職教員研修システムのモデルを確立することを目的とし、「理数科教育改善プロジェクト（2011
年 3 月 4 日～2014 年 7 月 3 日）」を実施中である。他方、エチオピアがめざす理数科人材育成の

強化と育成に向けては、初等学校の現職教員研修（INSET）システムの強化と同時に、制度上の

さまざまな課題を解決していくことが必要であり、JICA が 2012 年 9 月に実施した同国「理数科

教育に係る情報収集・確認調査」においても、教育評価や新規教員養成などの課題が優先課題で

あることが確認された。特に、教育評価に関して同国における理数科教育の評価は、生徒のミニ

マム・ラーニング・コンピテンシー（MLC）等でプロセス・スキルを含む科学的探究力を獲得さ

せることをめざしたカリキュラム策定がなされているにもかかわらず、生徒の同探究力に関する

教育目標の達成度をほとんど測定・評価できていないという課題がある。その結果、生徒の主体

的な学びを促すアクティブ・ラーニング導入を企図した INSET を実施しても、そうした新しい教

育方法の実践がもたらす学力を試験等で評価する仕組みになっていないため、教員が授業におい

て従来型の教授法を改善しようという動機づけにならず、教育評価に関して特に理数科の試験問

題の質の改善やアセスメント能力の向上等が課題となっている。 
 このような背景の下、エチオピア政府は理数科に関するアセスメント能力強化に関する技術協

力プロジェクトをわが国政府に対して要請してきた。本調査は、同プロジェクトの協力要請の背

景、内容を確認し、カウンターパート（C/P）機関である教育省等との協議を経て、プロジェクト

基本計画を策定するとともに、本プロジェクトの事前評価を行うために必要な情報を収集し、分



 

析することを目的とする。なお、本調査では、理数科分野に係るアセスメント強化のための協力

計画に加え、現在実施中のプロジェクトを含む理数科教育への包括的な支援の可能性の検討のた

めの調査を行う。 
 
２．調査の目的及び方針 

 本調査は、前述のとおりエチオピア政府からの要請を受け、具体的な協力内容についてエチオ

ピア政府と協議することを目的として派遣される。調査方針は以下のとおり。 
①  アセスメント能力強化に関する国立教育評価試験機構（NEAEA）からの要請書に基づきエ

チオピア側の現状やニーズを確認する。 
②  上記①のニーズに基づき、プロジェクト実施の妥当性を確認しつつ、日本側で協力可能な

内容を検討しプロジェクト・デザイン（PDM、実施体制、活動計画等）についてエチオピア

側関係者と協議し、合意形成を図る。 
③  事務所を通じて非公式に要請がなされている教員養成（Pre-SET）への協力及び INSET へ

の継続的支援について、その必要性に関して調査し、案件形成の可能性を探る。 
④  プロジェクト開始までに行う作業及びそのスケジュールを確認する。 

日本側、エチオピア側双方で同意した事項をミニッツ（M/M）として取りまとめ、署名交

換をする。 
 
３．調査団構成 

担当分野 氏  名 所属 

団長 西方 憲広 JICA 人間開発部 課題アドバイザー（教育） 

協力企画 松崎 瑞樹 JICA 人間開発部基礎教育第二課 職員 

教育アセスメント／ 
評価分析 

坪内 睦 アイ・シー・ネット株式会社 シニアコンサルタント 

       
４．エチオピア側関係者 

 連邦教育省 
  理数科改善センター（Mathematics and Science Improvement Center：MSIC） 
  国家教育評価試験機構（National Educational Assessment and Examinations Agency：NEAEA） 
  カリキュラム開発局（Curriculum Development and Implementation Directorate：CDID）など 
 地方教育（Regional Education Bureaus：REBs） 
  教員養成校（College of Teachers Education：CTE） 
  
５．調査日程 

 2013 年 9 月 21 日～10 月 12 日 
 
６．調査結果 

（１）先方政府との協議事項 
今回調査の結果、主に以下の事項が確認された。また、これらの事項を踏まえエチオピア
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側関係者と協議し、2014 年 1 月に実施予定の第２次調査において再度関係者間で検討し、最

終的なプロジェクト計画の策定を行うことで合意した。（詳細は別添の M/M（英文）を参照

のこと。） 
 
① 理数科教育の質の改善に関する包括的なアプローチの必要性 

副大臣を含む先方政府教育セクター関係者から、理数科教育の質の改善、特に学力向

上のためにはより包括的なアプローチが不可欠であるとの認識が示された。特に今回調

査において実施した関係者間での会議では、国家カリキュラムと教員の授業実践の強化、

試験問題の質的向上などを統一的に取り組む必要性が確認された。 
② 学力の向上のための具体的成果の検討の必要性 

プロジェクトの具体的な成果物について、試験問題バンクの開発を通じた関係者の能

力強化及び実際の試験問題の質的向上、教員強化のための研修モジュールの開発、教員

養成校へのモジュールの開発等の議論がなされた。なお、これら成果物の具体的内容に

ついては第２次現地調査において、詳細を検討する必要性が確認された。 
③ 学力評価（アセスメント）に関する共通認識の醸成 

学力評価やその質的向上のアプローチについて、日エ間双方の認識の相違及びエチオ

ピア側関係者内での認識の相違が確認された。今後、更に議論を進めつつ共通認識を醸

成してプロジェクトを実施していく必要性が確認された。 
④ 連邦教育省内関係者及び連邦と地方関係者の連携強化のためのワークショップ実施 

上記①の包括的アプローチ実施のためには、教育省内での連邦と地方の関係者間の連

携が必要不可欠であり、連携についてはプロジェクト実施体制に関連する。したがって

第２次調査において、連携強化及びプロジェクト基本計画策定のための、地方関係者を

含むワークショップを開催することが確認された。 
 
（２）プロジェクト計画案 

現時点でのプロジェクト計画案は別添 M/M の PDM 案のとおり。また、調査団内で議論さ

れた内容は以下のとおり。 
① 中心的課題 

生徒の学力到達目標となる MLC がカリキュラムに記載されていながら、教員を含む

関係者間でその具体的な理解に齟齬があり、めざす学習到達の方向性があやふやになっ

ていることが理数科教育改善の大きな阻害要因になっている。 
② 新規案件のアプローチ 

確認された中心課題の解決のため Common Item Bank（試験問題のノレッジベース）を

設立する、というプロジェクトのアプローチが提案された。Common Item Bank をつくる

意味は、試験問題（Items）を学習達成目標として設定することによって、「この問題が

解けるようになるような学習をする」という具体的な学習到達目標が見えることである。

さらに、Common Item Bank の内容は、生徒の学習教材、教員研修の内容、初等教育・中

等教育修了試験の内容に使うことができる。また、試験問題の作成には各種の専門性が

必須であるため、Common Item Bank はエチオピア側の能力開発を行う有効な手段であり、

日本の教育分野の高い技術を求められている。 
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７．団長所感 

（１） 「三層カリキュラム」の視点から見た包括的プロジェクト形成のための基本的コンセプト 
本案件は理数科授業改善 SMASEE プロジェクトの後継案件である。SMASEE プロジェク

トは、理数科授業改善のための具体的なオプションをエチオピア側に提示したという意味で

画期的であった。しかし、エチオピアに内在する根本的な課題のひとつが「カリキュラムが

めざす学力観が国家試験の問題と整合していない」というものであり、いくら授業改善に対

する具体的なツールが整備されようが「カリキュラムがめざす授業改善をめざしても、卒業

試験で点が取れない」という現状は大きな課題として残るものであった。 
カリキュラムは国家カリキュラムを「意図したカリキュラム」、授業等を「実践されたカ

リキュラム」、子どもの獲得した学力を「達成されたカリキュラム」として三層カリキュラム

として分析されることがある。前述のようなエチオピアの状況を三層カリキュラムの視点か

ら分析すれば、SMASEE により「意図されたカリキュラム」と「実施されたカリキュラム」

を結びつける努力がなされたが、「達成されたカリキュラム」を測る国家試験問題に関しては

授業改善でめざした学力とは違う学力基準が適応されるという「ねじれ」を生む結果を招い

ている、と言える。 
こうした現状にかんがみ、本プロジェクトでは「達成されたカリキュラム」を測るツール

である国家試験問題を「意図されたカリキュラム」と整合させることによって、SMASEE の

具体的な授業改善手法並びに学習到達目標を授業と学習の両面から手当てすることにより

「実施されたカリキュラム」を強化し、最終的には理数科の学習達成度を向上させようと意

図するものである。この三層のカリキュラムを結びつける共通のプラットフォームが

Common Item Bank（仮称）開発のための理数科ワーキンググループ（WG）である。この WG
では、理数科教育に携わる人材を一堂に集めて能力強化することにより、めざす学力達成度

が、具体的に問題のかたちで、すべての関係者に理解される、ことに大きな意義がある。本

プロジェクト終了時には、同じ学力観をもった人材と Common Item Bank で具体化された問

題が残されることによって、エチオピアは三層カリキュラムの整合性を保ちながら、理数科

教育戦略を策定・実施できる基盤が整うこととなる。同一目標（新カリキュラムのめざす学

力観）実現に向かって今後の事業の有効性が確実に高まることが期待される。 
 
（２）国家試験・学力調査問題改善に係る実施体制とプロジェクトスコープ 

人材強化という観点から、国家試験問題改善促進のためには問題作成者の能力向上を戦略

の中心に置くべきである。しかし、調査を進めるうちに大きな問題に直面した。カリキュラ

ムに沿って適切な試験問題を作成する能力を向上させるべき対象者が国家試験局内におらず、

外部人材を活用していることが分かったのである。つまり外部人材を対象として能力強化を

実施しても、どれだけの期間問題作成に携わるのかわからない状況となる。このような構造

は州教育局でも同様である。よって、誰にどのように能力強化をすることが持続性確保につ

ながるのかを、今後エチオピア側と日本側で考えていかなければならない。例えば、同試験

局内には各教科 1 名の専門家がおり、外部人材が開発した試験問題の妥当性等を審査する役

目を担っているが、彼らの能力を向上させることによって、外部人材が開発する試験問題を

審査し、良問題を国家試験に採用する仕組みをもたせられる可能性がある。 
また、対象学年についても、８年生と 10 年生のほかに全国学力調査（NLA）用に４年生
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の問題バンクを開発したいという要望も上がっている。開発が期待される問題量を開発でき

るためのエチオピア側人材が、前述の問題を考えるとどれだけ配置されるのか疑問である。

また日本側は彼らのニーズをすべて満たすような実施体制を組むことができるのか、も考え

つつ今後プロジェクトスコープを決定していく必要があろう。 
最後に理数科教育強化にかかわる副大臣、実施母体となる関係局間で、理数科教育の課題

認識に対する若干の意識の違いがみられた。よって、調査団は来年 1 月に予定されている第

２次詳細計画策定調査ですべてのステークホルダーが一堂に会する場を設け、参加型で実施

体制、プロジェクトスコープ等を決定することとした。 
 
８．今後の予定 

2013 年 11 月 エチオピア側主要関係機関の行動計画案の策定 
2014 年 1 月 第２次現地調査  
 プロジェクト計画案策定のための関係者会議（地方含む）開催  
 プロジェクト基本計画合意 
2014 年 3 月 両国実施機関での Record of Discussions（R/D）合意 
2014 年 5～6 月 プロジェクト専門家派遣準備 
2014 年 7 月 プロジェクト開始 

以 上 
別添：M/M（英文） 
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2014 年 2 月 12 日 
JICA 調査団 

 

エチオピア理数科教科アセスメント能力強化プロジェクト 
第２次詳細計画策定調査 現地調査結果概要報告 

 
１．要請の背景 

エチオピア政府は 1997 年より累次の「教育セクター開発プログラム（Education Sector 
Development Programme：ESDP）」を策定・実施しており、現在第４次プログラム（ESDP IV： 
2010/2011-2014/2015）を実施中である。粗就学率（GER）は、初等教育（第１学年から第８学年）

において 1990 年の 36.6％から 2010 年の 101.6％、前期中等（第９～10 学年）が 2000 年の 17.2％
から 2010 年の 44.6％、後期中等（第 11～12 学年）が 2000 年の 8.4％から 2010 年の 16.2％と改

善がみられている。他方、質の面に関しては初等教育修了率が 55％（2009 年）といまだに低く、

学習到達度試験結果でも改善はみられないなど、エチオピアでは教育の質向上を喫緊の課題とし

ている。 
工業化をめざすエチオピア国では、科学技術の発展に資する理数科人材育成を強化していく方

針を打ち出し、第 11 学年以降の生徒の約 70％を理系専攻にするなどの目標を掲げている。現在

実施中の ESDP IV（2010/2011-2014/2015）は、教育の質の向上や科学技術分野の人材育成を重点

に掲げている。また、教育の質改善に向けて、各国・国際機関の支援を受け「一般教育の質改善

プログラム（General Education Quality Improvement Programme：GEQIP）」を 2008 年より実施して

いる。GEQIP では、教師教育強化を重点のひとつと位置づけ、継続的職能開発（Continuous 
Professional Development：CPD）を実施するなどの取り組みを行っている。 

教育の質改善の取り組みとして、JICA は現在、初等第７～８学年理数科教員を対象とする現職

教員研修（INSET）システムのモデルを確立することを目的とし、「理数科教育改善プロジェクト

（2011 年 3 月 4 日～2014 年 7 月 3 日）」を実施中である。他方、エチオピアがめざす理数科人材

育成の強化と育成に向けては、初等学校の現職教員研修システムの強化と同時に、制度上のさま

ざまな課題を解決していくことが必要であり、JICA が 2012 年 9 月に実施した同国「理数科教育

に係る情報収集・確認調査」においても、教育評価や新規教員養成などの課題が優先課題である

ことが確認された。特に、教育評価に関して同国における理数科教育の評価は、生徒のミニマム・

ラーニング・コンピテンシー（MLC）等でプロセス・スキルを含む科学的探究力を獲得させるこ

とをめざしたカリキュラム策定がなされているにもかかわらず、生徒の同探究力に関する教育目

標の達成度をほとんど測定・評価できていないという課題がある。その結果、生徒の主体的な学

びを促すアクティブ・ラーニング導入を企図した INSET を実施しても、そうした新しい教育方法

の実践がもたらす学力を試験等で評価する仕組みになっていないため、教員が授業において従来

型の教授法を改善しようという動機づけにならず、教育評価に関して特に理数科の試験問題の質

の改善やアセスメント能力の向上等が課題となっている。 
 このような背景の下、エチオピア政府は理数科に関するアセスメント能力強化に関する技術協

力プロジェクトをわが国政府に対して要請してきた。本調査は、同プロジェクトの協力要請の背

景、内容を確認し、カウンターパート（C/P）機関である教育省等との協議を経て、プロジェクト

基本計画を策定するとともに、本プロジェクトの事前評価を行うために必要な情報を収集し、分

72－  －



 

析することを目的とする。 
 
２．調査の目的及び方針 

 本調査は、前述のとおりエチオピア政府からの要請を受け、具体的な協力内容についてエチオ

ピア政府と協議することを目的として派遣される。調査方針は以下のとおり。 
①  第１次調査の協議結果や先方政府との合意事項を踏まえ、先方政府の理数科教育改善のた

めの技術支援のニーズや現況を確認する。 
②  上記①のニーズに基づき、プロジェクト実施の妥当性を確認しつつ、日本側で協力可能な

内容を検討しプロジェクト・デザイン（PDM、実施体制、活動計画等）についてエチオピア

側関係者と協議し、合意形成を図る。 
③  同時期に実施予定の理数科教育改善プロジェクトの終了時評価での収集情報や評価結果

見込みも踏まえつつ、本プロジェクトのデザインを検討する。 
④  プロジェクト開始までに行う作業及びそのスケジュールを確認する。 
⑤  日本側、エチオピア側双方で同意した事項をミニッツ（M/M）として取りまとめ、署名交

換をする。 
 
３．調査団構成 

担当分野 氏  名 所属 

団長 西方 憲広 JICA 人間開発部 課題アドバイザー（教育） 

教育政策 松原 憲治 文部科学省国立教育政策研究所 総括研究官 

協力企画 松崎 瑞樹 JICA 人間開発部基礎教育第二課 主任調査役 

評価分析 坪内 睦 アイ・シー・ネット株式会社 シニアコンサルタント 

       
４．エチオピア側関係者 

連邦教育省 
  理数科改善センター（Mathematics and Science Improvement Center：MSIC） 
  国家教育評価試験機構（National Educational Assessment and Examinations Agency：NEAEA） 
  カリキュラム開発局（Curriculum Development and Implementation Directorate：CDID） 
  教員教育リーダー開発局（Teachers and Educational Leaders Development Directorate：TELDD） 

教員教育リーダー資格・再資格局（Teachers and Educational Leaders License and Re-license 
Directorate：TELLRD） 

地方教育局（Regional Education Bureaus：REBs） 
教員養成校（College of Teachers Education：CTE） 

 
５．調査日程 

 2014 年 1 月 26 日～2 月 14 日 
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６．調査結果 

＜先方政府との協議事項＞ 
第１次調査の結果を受け、今回の調査ではより詳細な新規案件の計画を行う調査が行われた。

そして、前回から実施予定であった州レベルの関係者を集めてのワークショップが 2 月 5～6 日に

行われ、新規案件の概念や骨組みの情報共有がなされた。ワークショップは、エチオピア側の主

導で、案件準備のために編成されたタスクフォースのメンバーが主体となった。今後、この調査

の結果を受け、最終的なプロジェクト計画の策定を JICA 現地事務所とエチオピア関係者、主に

タスクフォースメンバーとの協議を経て、行うことで合意した。（詳細は別添の M/M（英文）を

参照のこと。） 
今回の調査で確認された主な事項は以下のとおり。 

 
① 理数科教育分野の技術支援への要請 

副大臣からエチオピア政府の一般教育の理数科教育分野の技術支援は特に JICA に要請し

たい意向が示された。エチオピアでの理科教育の質は、改善の余地があり、特に学力向上の

ためには JICA・日本の理数科教育の高い技術を応用することを希望する、とのことであった。

対象学年に対しても効率を考えて、まず、後期初等の修了学年である８年生から始めること

に合意しながらも、将来的には他の学年にも支援を広める必要性が強調された。 
② 理数科教育の質の改善に関する包括的なアプローチ 

第１次調査の結果を受け、今回の調査では州レベルを含む関係者と理数科教育の質の改善、

特に学力向上のためには新規案件において、包括的なアプローチが不可欠であることが合意

された。具体的な活動方法としては年に 3 回ほどのワークショップ活動などを通じて「アイ

テムプール（Item Pool；試験問題のノレッジベース）」を理数科改善センター、カリキュラム

局、国家教育評価試験機関、教員教育リーダー開発局、教員教育リーダー資格・再資格局、

地方教育局の関係者が合同で開発する。この活動を通じて、関係者のキャパシティデベロッ

プメントを行い、包括的に教育の質の改善に取り組むことになる。既に、地方教育局を除く、

中央レベルの関係者がタスクフォースを結成して、案件準備に取り組んでいる。 
③ アイテムプールから開発される成果品 

プロジェクトの具体的な成果物について、アイテムプールの開発を通じた関係者の能力強

化及び実際の試験問題の質的向上、ワークブックの開発、教員強化のための研修モジュール

の開発、教員養成校へのモジュールの開発等の議論がなされた。対象学年は８年生、７年生

となる予定である。 
④ 連邦教育省内関係者及び連邦と地方関係者の連携強化のためのワークショップ実施 

上記①の包括的アプローチ実施のためには、教育省内での連邦と地方の関係者間の連携が

必要不可欠であり、連携についてはプロジェクト実施体制に関連する。今回の調査において、

連携強化及びプロジェクト基本計画策定のために、タスクフォースが中心となって、地方教

育局（州レベル）州レベルの実務担当者（試験担当官及び理数科教科の担当官）を含むワー

クショップを 2 月 5～6 日の 2 日間で開催した。この中では、新規案件を紹介して情報共有・

意見交換を行い、学習評価と試験の日本や国際的な潮流の紹介を行った。また、新規案件の

活動計画案の検討を行っている。 
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７．プロジェクト計画案（PDM の概要） 

（１） 案件名： 
エチオピア理数科学力改善ための能力強化プロジェクト 
Project for Capacity Development for Improving Learning Achievement in Mathematics and 
Science Education in Ethiopia 
 

（２） 協力期間： 
2014 年 8 月～2017 年 8 月（3 年間） 

 
（３）上位目標： 

対象学年（７年生と８年生）の生徒の学力向上のための基礎的教育基盤が整備される。 
※対象学年については、７年生、８年生を中心とするが、活動に一部に、４年生、10 年生の

試験問題のサンプル作成を含んでいる。 
 

（４）プロジェクト目標： 
カリキュラムの共通理解の下、対象学年の生徒の理数科教育の学力を改善するためのカリ

キュラム戦略が強化される。 
 
（５）成果（アウトプット） 

１）成果１： 
（理数科教科ワーキンググループのメンバー） 
理数科教科のワーキンググループメンバーの能力が向上する。 

２）成果２：  
（理数科教科ワーキンググループのメンバー、学習評価・試験ワーキンググループのメ

ンバー） 
７年生と８年生の理数科のアイテムプールと、４年生と 10 年生の理数科のサンプルアイ

テムプールが開発される。 
３）成果３：  

（主に国家教育評価試験機構、州教育局） 
アイテムバンクの開発に携わる以下の人材の能力開発を行う。 

・ 国立教育評価試験機構（NEAEA）の学力評価調査担当の理数科教育の４年生、８年

生、10 年生アイテムライターや専門家 
・ 国立教育評価試験機構（NEAEA）の初等教育修了試験（PSLCE）８年生及び前期中

等教育修了試験（EGSEC E）10 年生の理数科の学科担当 
・ 郡教育局（REB）の初等教育修了試験（PSLCE）８年生アイテムライター 

４）成果４：  
（主にカリキュラム開発局） 
７年生と８年生用のワークブックが開発される。 

５）成果５：  
（主に理数科改善センター） 
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７年生と８年生用のアイテムプールの内容に基づいた７年生と８年生の学習評価に関す

る 1 モジュール分の現職研修内容が開発される。 
６）成果６：  

（主に教員教育リーダー開発局） 
７年生と８年生用のアイテムプールの内容に基づいた７年生と８年生の学習評価に関す

る 1 モジュール分の教員養成研修内容が開発される。 
７）成果７： 

（主にカリキュラム開発局、理数科改善センター、教員教育リーダー開発局） 
開発された成果品を普及する活動計画が準備される。 

 
また、プロジェクト計画の中心的課題とアプローチは以下のとおり。 
① 中心的課題 

生徒の学力到達目標となるミニマム・ラーニング・コンペテンシー（MLC）がカリキュラ

ムに記載されていながら、教員を含む関係者間でその具体的な理解に齟齬があり、めざす学

習到達の方向性があやふやになっていることが理数科教育改善の大きな阻害要因になってい

る。 
② アプローチ 

確認された中心課題の解決のため、アイテムプールを設立する、というのがプロジェクト

のアプローチになる。試験問題（Items）を学習達成目標として設定することによって、「こ

の問題が解けるようになるような学習する」、という具体的な学習到達目標が見えるようにな

る。また、アイテムプールの開発を通じてエチオピア側の能力開発を行うことができる。ア

イテムプールの内容は、初等教育・中等教育修了試験の改善の取り組みだけではなく、ワー

クブック（生徒の学習教材）や授業教材の開発、学習評価・試験に関する現職教員研修内容

や脅威養成研修内容の開発に使うことができる。また、試験問題の作成には、科目の専門性

が必須であることや特にワークブック開発に関しては、日本の教育分野の高い技術の支援を

求められている。 
 
８．今後の検討事項 

 詳細は添付の M/M（英文）の WAY FORWARD 参照。人選も含む、具体的な実施管理体制の確

立や活動計画の詳細化を行っていく必要がある。 
 
９．団長所感 

（１） プロジェクトコンセプト 
本案件は、エチオピア側から提出されたアセスメント能力強化に関する技術協力要請、並

びに第１次詳細計画策定調査時に副大臣からなされた提案（本要請を中心とした包括的な理

数科強化に対する協力）を基に、以下の点を基本コンセプトとして設計した案件である。 
・三層カリキュラム（カリキュラム、授業実践、生徒の獲得した学力）の整合性を担保する

包括的理数科強化戦略策定の基盤とすること。 
・理数科教育強化に携わるすべてのステークホルダーを巻き込むこと。 
・すべてのステークホルダーが三層カリキュラムの整合性の重要性に基づいて理数科教育強
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化活動を同一歩調で計画、実践できるように、共通のプラットフォーム（WG）を設置す

ること。 
・本プラットフォームにおいて、CD を促進するため及び各ステークホルダーの本来業務に

資するため、カリキュラムに準拠した具体的な問題を集めたアイテムプール（Item Pool）
を開発すること。 
 
以上の基本コンセプトを基に、以下のような流れにより最終的に生徒の学力向上が期待で

きる設計となっている。 
①  本案件実施中に開発した“Item Pool”を活用した学習教材、教員養成・研修教材が開発さ

れることにより、本件終了後に教育現場に現行カリキュラムに準拠した具体的な問題が届

けられること。これにより教師や生徒に対する具体的な授業及び学習目標を明示すること

が可能となる。教師は SMASEE アプローチを積極的に取り入れる動機づけとなり、生徒は

具体的な学習目標が明確化することにより学習の質と量の増加が望まれる（上位目標）。 
②  小学校卒業試験問題開発や全国学力調査試験問題開発は、守秘義務等により外国のドナ

ーが直接問題開発を支援することは不可能である。しかし、本件で小学校卒業試験問題作

成者の CD がなされること、また彼らが実際に”Item Pool”開発することにより、アセスメ

ント及び小学校卒業試験問題が現行カリキュラムに準拠していくことが期待される。 
 
上記 2 つのことが案件終了後実現すれば、生徒の学力向上（スーパーゴール）が見込まれ

ると考える。 
 
（２） 期待される日本側技術支援レベル 

本案件において、日本側から提供される技術レベルは高いものが求められる。エチオピア

側はコンピテンシー（Competency）の考え方、ブルーム taxonomy 等を使った問題開発等、

さまざまなカリキュラム理論や試験問題開発に対する理論を理解している。彼らの技術的な

課題は、その理論を具体的な問題に落とし込むことができない点である。日本側は、彼らの

駆使するさまざまな理論を咀嚼しつつも、実際的な問題開発能力を強化することが求められ

る。また多くのメンバーが教科教育に関して高い教育水準にあることも見逃せない。また別

の問題として、連邦メンバーと州メンバーとの間の能力ギャップの問題もある。 
以上のことから日本側は、的確に彼らの能力を把握しつつ、研修やワークショップ（WS）

のプログラムの組み方や実践、更には彼らの CD プロセスの効果的なモニタリング、評価の

方法等を工夫しながら計画・実施していくことが求められる。 
 

（３） ステークホルダー間コミュニケーション促進の重要性 
これまでエチオピアでは、縦割り行政により教育省内での理数科強化戦略を有機的に計画

実施することは難しかった。また国家試験局は、守秘義務によるその独立性の名の下、他機

関と共同で理数科教育強化を実践していく環境が整っていなかった。 
本プロジェクトを共同で実施していくプロセスを通じて、これまでコミュニケーションを

取ることが難しかった理数科関連局及び州教育委員会の間の風通しが良くなることが期待さ

れる。またこのことは本プロジェクト終了後、教育省の考える包括的理数科教育強化戦略を
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実体化するうえでの必要不可欠な条件である。プロジェクトはさまざまな機会を通して彼ら

同士のコミュニケーションが進み、お互いが理解し合えるよう潤滑油のような役割が期待さ

れる。 
 

（４） 本案件のスコープと本件終了以降の戦略見通し 
本案件は、途上国では非常に難しい「三層カリキュラムを整合させること」にあえて取り

組む野心的な案件である。本案件において、三層カリキュラムを整合させることが可能とな

れば、本案件終了以降の包括的な理数科教育戦略の継続的な実施により、本当の意味で「三

層カリキュラムの整合」による教育現場における理数科教育改善に結びつくことが期待され

る。 
今後、本案件の実施プロセスをフォローしながら、JICA の同国に対するプログラム及びロ

ーリングプランを改定しつつ、適切な支援をタイムリーに継続して実施していくことが望ま

れる。 
また、本案件の成果は SMASE－WECSA ネットワーク等を通じて他アフリカ諸国に対して

発信していくに値する案件である。このことは他国のカリキュラム政策並びに戦略に対する

大きな貢献となる。さらにエチオピアが自国の経験を発信することにより自信を深め、本件

及び本件終了後の彼らの包括的な理数科教育強化戦略を推進する強い動機づけになると考え

る。JICA として適切な時期を選びつつエチオピア側及び WECSA 側に働き掛けていきたい。 
 
10．今後の予定 

2014 年 4 月 事前評価表 
2014 年 5 月 Record of Discussions（R/D）合意 
2014 年 6～7 月 プロジェクト専門家派遣準備 
2014 年 8 月 プロジェクト開始 

以 上 
別添：M/M（英文） 
 

78－  －



79－  －

digital2
長方形



80－  －

digital2
長方形

digital2
長方形



81－  －

digital2
長方形



82－  －



83－  －



84－  －



85－  －



86－  －



87－  －

digital2
長方形



88－  －

digital2
長方形



89－  －

digital2
長方形



90－  －



91－  －

digital2
長方形



92－  －



93－  －

digital2
長方形



94－  －

digital2
長方形



95－  －



96－  －

digital2
長方形



97－  －

digital2
長方形

digital2
長方形



98－  －

digital2
長方形



99－  －



100－   －

digital2
長方形



101
－
 
 
 
－



102
－
 
 
 
－



103
－
 
 
 
－



104－   －



105－   －

digital2
長方形



106－   －



107－   －

digital2
長方形



108－   －

digital2
長方形



109
－
 
 
 
－

digital2
長方形



110
－
 
 
 
－

digital2
長方形



111－   －

digital2
長方形



112－   －

digital2
長方形



113－   －

digital2
長方形



114－   －



115
－
 
 
 
－

digital2
長方形



116
－
 
 
 
－

digital2
長方形



117
－
 
 
 
－

digital2
長方形



118
－
 
 
 
－

digital2
長方形

digital2
長方形



119
－
 
 
 
－

digital2
長方形

digital2
長方形



120
－
 
 
 
－



121
－
 
 
 
－



122
－
 
 
 
－



123
－
 
 
 
－



124
－
 
 
 
－



125
－
 
 
 
－



126－   －



127－   －

digital2
長方形

digital2
長方形

digital2
長方形



128－   －

digital2
長方形

digital2
長方形



129－   －

digital2
長方形



130－   －

digital2
長方形

digital2
長方形

digital2
長方形

digital2
長方形

digital2
長方形



131－   －

digital2
長方形



132－   －

digital2
長方形



133－   －

digital2
長方形



３．R/D（英文） 

134－   －

digital2
長方形

digital2
長方形

digital2
長方形

digital2
長方形



135－   －



136－   －

digital2
長方形

digital2
長方形

digital2
長方形

digital2
長方形



137－   －



138－   －

digital2
長方形



139－   －



140－   －

digital2
長方形



141－   －

digital2
長方形



142－   －

digital2
長方形



143－   －

digital2
長方形

digital2
長方形

digital2
長方形



144
－
 
 
 
－

digital2
長方形



145
－
 
 
 
－



146
－
 
 
 
－



147
－
 
 
 
－



148
－
 
 
 
－



149
－
 
 
 
－



150
－
 
 
 
－

digital2
長方形

digital2
長方形

digital2
長方形



151
－
 
 
 
－

digital2
長方形



152
－
 
 
 
－



153－   －

digital2
長方形



154－   －

digital2
長方形

digital2
長方形



155－   －



156－   －



157－   －

digital2
長方形

digital2
長方形




	表紙
	序文
	目次
	地図
	写真
	略語表
	事業事前評価表（技術協力プロジェクト）
	第１章　調査の概要
	第２章　調査結果概要
	第３章　プロジェクト基本計画
	付属資料
	１．第１次詳細計画策定調査現地報告書（英文M/M を含む）
	２．第２次詳細計画策定調査現地報告書（英文M/M を含む）
	３．R/D（英文）




